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はじめに

本稿は，戦後の日本経済を大きく転換させ

たバブル経済の崩壊後における札幌市の福祉

予算の構造とその特質を明らかにすることを

課題とする。

戦後の日本経済は，１９５５年頃から始まる高

度経済成長が７３年のオイルショックで中断し，

その後８５年のプラザ合意による内需拡大策と

それを支えた日銀の金融緩和がいわゆるバブ

ル経済を誘発した。しかし８９年１２月に３万９０００

円という史上空前の高値をつけた株価は，翌

９０年１月から一挙に暴落した。バブル経済の

崩壊である。

その後の日本経済は，「失われた１０年」あ

るいは「失われた１５年」と呼ばれる長いデフ

レ期を迎えることになる。この間，円高によ

る産業の空洞化が指摘され，１９９７年にはアジ

ア通貨危機が発生，国内では拓銀や山一證券

が破綻した。銀行再編が加速し，いわゆるメ

ガバンクが誕生する。０８年に入ると，リーマ

ンショックによって株価は一時７０００円を割り

込み，１１年の東日本大震災によって日本経済

はふたたび試練を受けることになる。

バブル経済崩壊後，政府は景気浮揚策とし

ての公共事業と少子高齢化対策に巨額の財政

資金を投入した。その結果国債残高は際限な

く膨張し，財政再建が喫緊の課題となった。

「税と社会福祉の一体改革」とは，こうした

財政危機の救済策として打ち出された政策に

他ならない。

政府による財政再建は，多額の福祉予算を

計上する地方自治体の財政に影響を与えずに

はおかない。地方財政においても，福祉予算

の膨張が加速しする一方で，自主財源の不足

が深刻化して行財政改革が繰り返し提起され

る。以下，バブル経済崩壊以降の札幌市の福

祉予算はどのように展開し，どのような課題

が浮かび上がってきたのかを，市民経済計算

を踏まえて検討する。
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Ⅱ 市財政の構造

Ⅲ 福祉予算の構造

結びにかえて

〔要旨〕
１９９０年にいわゆるバブル経済が崩壊し，札幌市の経済も大きな打撃
を受けて長い不況期に入った。しかも，市経済の付加価値生産は，所
得の伸びが鈍いサービス業と卸小売業にその多くを依存している。し
たがって，市の歳入において重要な地位にある市税，とりわけ市民税
の伸び率は低く，その一方で社会福祉関係費は増加の一途をたどった。
また福祉関係予算のうち，扶助費が増加したことで，政策予算が圧迫
されて財政の硬直化が進行した。

キーワード：札幌市財政，社会福祉費，扶助費
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Ⅰ 市民経済計算からみた札幌市経済

表１は，札幌市の「市長政策室政策企画部」

及び「まちづくり政策局政策企画課�」が，

国民経済計算の手法を用いて推計・公表した

『札幌市民経済計算年報』の平成２４・２６年度

版によって，１９９０年度～２０１４年度�の各産業

で生産される付加価値額の推移を見たもので

ある。ただし，同表は物価指数を考慮した実

質額で，上部が平成２４年版，下部が２６年版に

依っているため，２００１年度までは金額が二分

されて連続していないことに留意する必要が

ある。

いうまでもなく，各産業（企業等）が生み

出した付加価値は，雇用者所得（賃金），営

業利潤（法人税をふくむ），間接税及び固定

資本減耗に分配され，このうち企業等の従業

員の賃金や役員の給与・賞与等所得には所得

税が課税される。また市民税（市町村民税）

には，個人市民税と法人市民税があり，それ

ぞれ均等割と所得割（個人）及び法人割（法

人）がある（後掲表６）。このうち所得割と

法人割の課税標準は個人及び法人の所得であ

る。したがって，市税額は市内の産業で生み

出された付加価値額に規定される。

表１によれば，第１に，札幌市の経済成長

率は，１９９６年度までプラスの数値が続き，あ

る程度の成長が維持できていたことを示して

いる。この期間の日本国内の成長率は，同表

によれば１９９０年の６．２％が翌９１年度には２．３％

と激減していることから，この年度からバブ

ル崩壊が始まったと考えられる。

したがって札幌市の経済はバブル崩壊の影

響を受けるのが比較的遅れ，９５～９６年度まで

持ちこたえていたとも推測できる。しかし翌

９７年度から一気にマイナスに転じ，その後日

本経済が２００２年度からプラスの成長を記録し

ても，市経済は低迷が続いている。２００８年の

リーマンショックによって同年度の日本経済

の成長率は－３．８％と大きく落ち込み，札幌

市の成長率も－２．３％と前後最大の下げ幅を

記録した。総じて市の経済成長率は，バブル

表１ 業種別市内総生産（実質） （１０億円 ％）

出所：『札幌市民経済計算年報』平成２４年度・平成２６年度，内閣府「国民経済計算年報」
（備考）
① ２００１年を境に，上段は平成２４年度版，下段は平成２６年度版による。
② 情報通信業は２００１年度までは運輸業に含まれる。

農林水産業 製造業 建設業 卸売小売業 金融保険業 不動産業 運輸業 情報通信業 サービス業 政府サービス生産 その他とも計 成長率 国内成長率
１９９０ ５（０．１） ３７６（６．４） ７９８（１３．５）１，３２０（２２．４） ２４４（４．１） ７９５（１３．５） ５０８（８．６） － １，２６４（２１．４） ５０８（８．６） ５，８９３
１９９１ ５（０．１） ３８０（６．１） ７２８（１１．８）１，４３０（２３．１） ２６５（４．３） ８４４（１３．６） ５５０（８．９） － １，３６６（２２．１） ５４１（８．７） ６，１８８ ５．０ ６．２
１９９２ ５（０．１） ３６９（５．８） ６９４（１０．９）１，４３３（２２．６） ２８６（４．５） ９０１（１４．２） ５７０（９．０） － １，４６３（２３．１） ５６２（８．９） ６，３４２ ２．５ ２．３
１９９３ ６（０．１） ３４１（５．２） ７３６（１１．２）１，４５２（２２．２） ３０７（４．７） ９５５（１４．６） ５８９（９．０） － １，５３９（２３．５） ５７４（８．８） ６，５４４ ３．２ ０．７
１９９４ ６（０．１） ３３５（５．０） ７３１（１０．８）１，５２６（２２．６） ３４１（５．１） ９５６（１４．２） ６３４（９．４） － １，５８０（２３．４） ５９３（８．８） ６，７４８ ３．１ －０．５
１９９５ ６（０．１） ３１９（４．６） ７２５（１０．４）１，７０７（２４．４） ３４５（４．９） ９５１（１３．６） ６６４（９．５） － １，６５７（２３．７） ６０９（８．７） ７，００１ ３．７ ３．５
１９９６ ６（０．１） ３３４（４．７） ７８１（１１．０）１，６２２（２２．８） ３７０（５．２） ９６３（１３．５） ６４８（９．１） － １，７６４（２４．８） ６２２（８．７） ７，１１９ １．７ ２．７
１９９７ ６（０．１） ３３６（４．７） ７５５（１０．７）１，６１９（２２．９） ３８３（５．４） ９７４（１３．８） ６２１（８．８） － １，７６８（２５．０） ６３３（８．９） ７，０８３ －０．５ ０．０
１９９８ ６（０．１） ３４１（４．８） ７２６（１０．３）１，５８７（２２．５） ３５２（５．０） ９７７（１３．８） ５９７（８．５） － １，８００（２５．５） ６４４（９．１） ７，０５５ －０．４ －０．８
１９９９ ６（０．１） ３２５（４．６） ７４８（１０．６）１，５８７（２２．５） ３６１（５．１） ９７７（１３．９） ５６８（８．１） － １，８００（２５．６） ６５０（９．２） ７，０４３ －０．２ ０．７
２０００ ６（０．１） ３１３（４．４） ７０１（９．９）１，６３０（２３．１） ３８０（５．４） ９９３（１４．１） ５６１（８．０） － １，８０８（２５．６） ６５７（９．３） ７，０５１ ０．１ ２．５
２００１ ６（０．１） ２９９（４．３） ６３７（９．１）１，６３１（２３．４） ４００（５．７）１，００７（１４．４） ５４９（７．９） － １，８０１（２５．８） ６５４（９．４） ６，９７９ －１．０ －０．６
２００１ ４（０．１） ２４８（３．７） ５９５（９．０）１，４５０（２１．９） ４６１（７．０） ８５０（１２．８） ３７９（５．７） ３８０（５．７）１，４１０（２１．３） ６０２（９．１） ６，６２３
２００２ ５（０．１） ２３５（３．６） ５５７（８．５）１，４０３（２１．３） ４５６（６．９） ８６０（１３．１） ３８５（５．９） ３９４（６．０）１，４３４（２１．８） ５９２（９．０） ６，５７９ －０．７ ０．９
２００３ ５（０．１） ２２７（３．４） ５１４（７．７）１，４３７（２１．７） ４４６（６．７） ８７４（１３．２） ３９７（６．０） ４０５（６．１）１，４５３（２１．９） ６０６（９．１） ６，６３３ ０．８ ２．１
２００４ ５（０．１） ２３５（３．５） ５０１（７．５）１，３８８（２０．９） ４３２（６．５） ９０５（１３．６） ４０８（６．１） ４０５（６．１）１，４８３（２２．３） ６０４（９．１） ６，６５０ ０．３ １．５
２００５ ７（０．１） ２３４（３．５） ５０３（７．５）１，３００（１９．５） ４４４（６．７） ９３６（１４．０） ４０７（６．１） ４２０（６．３）１，５２９（２２．９） ５９６（８．９） ６，６７３ ０．３ ２．１
２００６ ７（０．１） ２２０（３．３） ４８５（７．４）１，１４１（１７．３） ４３６（６．６） ９７２（１４．８） ４１９（６．４） ４３７（６．６）１，５７７（２３．９） ５８０（８．８） ６，５８６ －１．３ １．４
２００７ ７（０．１） ２４０（３．６） ４２８（６．５）１，０６９（１６．１） ４４４（６．７） ９８５（１４．９） ４３５（６．６） ４４３（６．７）１，６８８（２５．５） ５８０（８．８） ６，６２３ ０．６ １．２
２００８ ７（０．１） ２０９（３．２） ３７０（５．７）１，００２（１５．５） ３７０（５．７）１，００１（１５．５） ４２５（６．６） ４４２（６．８）１，７３６（２６．８） ６０５（９．４） ６，４６８ －２．３ －３．５
２００９ ６（０．１） １８４（２．９） ３６８（５．７）１，００２（１５．６） ３８８（６．１）１，００３（１５．７） ４１０（６．４） ４２４（６．６）１，７００（２６．５） ５９０（９．２） ６，４０４ －１．０ －２．２
２０１０ ６（０．１） １０１（１．６） ３９１（６．１）１，００６（１５．６） ３８７（６．０）１，０１２（１５．７） ３８５（６．０） ４３７（６．８）１，７１０（２６．５） ５８５（９．１） ６，４４５ ０．６ ３．２
２０１１ ７（０．１） ２１５（３．３） ４０４（６．２） ９９２（１５．２） ３７３（５．７）１，０３６（１５．９） ３９０（６．０） ４６３（７．１）１，７２９（２６．５） ５８０（８．９） ６，５３４ １．４ ０．５
２０１２ ６（０．１） ２１３（３．２） ４３６（６．６） ９９６（１５．２） ３８２（５．８）１，０４６（１５．９） ３６７（５．６） ４６５（７．１）１，７４５（２６．６） ５８０（８．８） ６，５６３ ０．４ ０．９
２０１３ ６（０．１） ２２０（３．３） ４６３（６．９） ９９７（１４．８） ４０８（６．１）１，０４８（１５．６） ３７８（５．６） ４８１（７．２）１，８１３（２７．０） ５７６（８．６） ６，７２１ ２．４ ２．６
２０１４ ６（０．１） ２１６（３．２） ４６３（６．９） ９６８（１４．５） ４１５（６．２）１，０５８（１５．９） ３６１（５．４） ４７４（７．１）１，７８４（２６．７） ５７１（８．６） ６，６７５ －０．７ －０．４
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崩壊以降低迷を続け，その後の日本経済の回

復期にあっても，その恩恵には浴していない

といってよい。

第２に，製造業の生み出す付加価値が全体

としては極めて低位でとどまっていることで

ある。すなわち，１９９４年度には曲がりなりに

も５％を維持していたが，その後は一貫して

低下を続け，２０１４年度はわずか３．２％にまで

落ち込んでいる。

第３に，全体のウェイトを落としている最

大の業種が卸売小売業であり，バブル崩壊後

も１９９０年代は２３％程度のウェイトを保ってい

たが，２００１年度の２１．９％が１４年度では１４．５％

と７．４ポイントも低下している。

一方，サービス業は２００１年度までは漸増し，

統計の非連続を考慮しても，２００１年度から２０１４

年度まで５．４ポイントの増加を見せている。

つまりこの間の卸売小売業のウェイトの低下

の大部分をサービス業の増加分が補完してい

ることになる。

製造業，卸売小売業，サービス業以外の産

業については，建設業が１９９９年度までは１０％

を超える地位にあったが，公共事業発注の減

少によってそれ以降は急激にウェイトを低下

させている。後に触れるように，バブル崩壊

後の市財政において，それまで目的別歳出科

目の首位にあった土木費のウェイトは急速に

低下し，その結果付加価値生産においても建

設業の地位が低下していくのである。その他，

金融保険業と不動産業はほぼ横ばい，情報通

信業は漸増している。

市経済に於けるサービス業の地位に関して

は，平成２４年度版『年報』の解説が，札幌市

は全国に比べて「サービス業」の構成比が高

く，その反面「製造業」が低いと指摘してい

る。すなわち，札幌市の２０１４年度のサービス

業のウェイトを北海道及び全国の数値と比較

すると，札幌市の２６．６％に対して，北海道は

２２．１％，全国は１９．８％となっている。さらに

製造業では，札幌市が３．２％に対して，北海

道は８．６％，全国は１８．１％である�。いかに

札幌市の経済がサービス業に依存し，その反

面で製造業の基盤が弱いかが歴然としている。

つまり全国的に見ても札幌市は「経済のサー

ビス化」が顕著である。

一般に，サービス業とは，教育，研究，医

療・保健，その他公共サービス，広告業，物

品賃貸業，娯楽業，飲食店，旅館，その他宿

泊所，洗濯・理容・浴場業を指し，雇用の面

ではパートタイマーや女性比率が高いといわ

れる。

表２は，日本の１９９０年代と２０００年代の産業

別従業員数と人件費（労働コスト）の１０年間

の平均伸び率，及びパート・女性比率を比較

したものである。

あらかじめサービス業の特徴を見ておくと

同業は，１９９０年代の従業員数の伸び率は２．１％

と首位にあり，２０００年代に入ると同業以外の

全産業でマイナスの伸び率を記録しているの

に対し，唯一１．４％とプラスの伸びを記録し

ている。また人件費は，１９９０年代が１．５％と

プラスの数値であったが，２０００年代に入ると

�１．７％と最大の下げ幅を記録している。
さらに，パート比率は１９９０年代で首位，２０００

年代では卸・小売業の３０％に次いで２９．６％で

ある。

これらのデータからは，サービス業は卸・

小売業とともに非正規雇用の比率が高く，そ

の賃金の伸び率が顕著に低い。特に２０００年代

に入って，人件費の伸び率が全産業で�０．９％
にもかかわらず，製造業と建設業がプラスの

数値を記録していることから，全産業のマイ

ナスは卸・小売業が寄与していることがわか

る。

同表は，全国データであり，札幌市の産業

構造や雇用構造の変化を直接示すものではな

いが，おそらくこのデータの示す特徴は札幌

市にも該当すると思われる。

まず，全産業の従業員数は２０００年代に入る

とマイナスとなり，雇用の縮小がみられる。

バブル経済崩壊後における札幌市の福祉予算
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また人件費の伸び率もマイナスであり，雇用

環境の悪化は明らかである。

第２に，２０００年代には，サービス業以下外

の産業はすべて従業員数の伸び率がマイナス

である。特に製造業は，マイナス２．６％と縮

小が著しい。ところが，従業員数で唯一１．４％

とプラスの伸び率となったサービス業は，人

件費ではマイナス１．７％と賃金の伸び率を低

下させている。またパート比率は２９．６％と卸

小売業に次いで高く，この２業種のパート比

率は他の業種を断然引き離している。雇用に

おける女性比率も１９９０年代と２０００年代の両年

代ともサービス業と卸小売業，そして金融保

険業で高く，２０００年代のサービス業は５４．７％

と雇用の半数以上が女性労働である。

第３に，サービス業を保険福祉，保健衛生，

医療の福祉３業種とそれ以外の業種に区分し

て比較すると，福祉３業種においては，１９９０

年代顕著な従業員数の伸びがみられ，そのう

ち社会保険・社会福祉では２０００年代に入って

も９．８％と際立った伸び率を示している。と

ころが，これら福祉３業種とも人件費の伸び

率は両年代を通じて低く，特に保険福祉分野

では２０００年代にマイナス３．１％と大きく落ち

込んでいる。またパート比率でもこれら３業

種は飲食業を除くと３０％を超え，女性比率も

福祉３業種で極めて高く，保健・福祉では９０

年代，２０００年代とも８０％を超えている。女性

が結婚後も労働する場合，保育施設の量と質

が問題になり，後述するように，市財政にお

いては児童福祉費，特に保育所の拡充費が膨

張していくことになる。

総じて，サービス産業とりわけ福祉関係の

業種では，労働市場が拡大するものの，賃金

の伸び率は低下し，低賃金労働力としてのパー

トタイマーと女性が労働に従事する。いわゆ

る「雇用と所得のトレードオフ」�が進行し

ていくことになる。

したがって，これらのサービス業労働者が

卸・小売業とともに市の付加価値生産を支え，

その賃金から市税（所得割）を支払っている

ことになる。さらにパート収入が一定の所得

以下の場合市税は非課税であるから，経済の

サービス化が進行すればするほど，市税の伸

び率は鈍っていくことになるのである。

表３は，生産市民所得がどのように分配，

消費されているかを２００１年度以降についてみ

たものである。そのうち，左側の欄の分配所

得は，雇用者所得（人件費）が６０％程度，営

業剰余と固定資産減耗（減価償却費）がそれ

ぞれ２０％弱という構成になっている。

まず，分配所得額の合計は，この間２００１年

表２ １９９０�２０００年代の産業別従業員数と人件費の平均伸び率，パート・女性比率 （％）

出所：須藤時仁・野村容康『日本経済の構造変化』（２０１４年，岩波書店）第３章 表３�２・３�３。
原資料は経済産業研究所「JIPデータベース２０１３」

１９９０年代 ２０００年代
従業員数 人件費 パート比率 女性比率 従業員数 人件費 パート比率 女性比率

全産業 ０．２ １．４ １８．４ ４１．２ －０．４ －０．９ ２３．９ ４３．０
製造業 －１．７ １．６ １３．６ ３５．０ －２．１ ０．３ １６．６ ２９．７
建設業 ０．３ １．２ １０．６ １５．１ －２．６ ０．２ １０．７ １０．３
卸・小売業 ０．１ ０．４ ２２．４ ４７．３ －０．８ －１．６ ３０．０ ４９．５
金融保険業 －１．１ １．２ １３．９ ５１．０ －０．４ ０．３ １６．８ ５４．２
不動産業 １．１ １．０ １６．２ ３８．５ －０．４ －１．１ ２３．４ ３７．６
運輸通信業 ０．６ －０．１ １５．０ １９．３ －０．６ －０．９ １８．５ ２０．６
サービス業 ２．１ １．５ ２４．０ ５２．１ １．４ －１．７ ２９．６ ５４．７
社会保険・社会福祉 ５．６ １．１ ２７．１ ８０．７ ９．８ －３．１ ３８．８ ８１．５
保健衛生 ５．６ －０．４ ２６．９ ６２．６ １．０ －１．２ ３２．０ ６９．６
医療 ３．５ １．７ ２６．８ ７０．８ ０．４ －１．１ ３１．８ ７１．９
教育 ０．５ ３．４ １６．０ ４９．０ ０．７ －１．９ ２０．８ ５６．０
娯楽 ２．２ －０．６ ３０．４ ４８．５ －０．８ －１．５ ３１．５ ５１．６
情報サービス ３．８ ２．５ ８．９ ２５．９ ４．４ －０．３ ８．６ ２５．４
飲食 １．８ ０．５ ３７．２ ６０．２ －０．４ －３．９ ４６．４ ６２．４
旅館 ０．７ ０．５ ２５．９ ５５．９ －０．７ －１．３ ３５．２ ５７．９
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度の６兆８０００億円を超えることはなかった。

つまり１５年間に渡ってほとんど成長が見られ

なかったことになる。また対前年度比をみる

と，バブル崩壊の影響を受けてか，２００２年度

に�１．９％とかなりの落ち込みを見せたのち，０６
年度まではマイナス成長を記録する。その

後，０７年度のみプラス成長を達成した後，０８

年のリーマンショックで再びマイナスに転化

した後，１３年度からはプラス成長に転じてい

る。いわゆるアベノミクスに対する期待感が

成長を導いたのかもしれない。

次に，分配市民所得各要素の対前年度比を

みると，雇用者報酬は２００１～２００７年度までは

一貫してマイナスで経過している。その後

は，２００８年度に１．３％といったんは回復する

が，再び落ち込んでゼロ成長が続いている。

雇用者報酬がこのように低水準で経過すると

いうことは，当然にも民間消費を冷え込ませ

ることにつながり，ひいては市税の所得割額

を低水準に固定化することにもなる。

営業剰余も雇用者報酬と似たような動きを

見せているが，２００６年度や０８年度のように落

ち込みが激しい年度が散見される。１１年度か

らは回復の兆しが見え始めたかのようにもみ

えるが，１４年度になるとマイナスに転じている。

消費面はどうか。同表の右半分がその比率

を示している。分配所得の雇用者報酬に対応

する民間消費は，４兆１０００億円から４兆４０００

億円へとわずかに増加し，対前年度比では，１８

年のリーマンショックまでは好不況の波があ

るが，それ以降は全体の成長率と比較すると

安定している。とはいえ，対前年度比でプラ

ス１％の伸びを記録した０５・０６年度を最後に，

そのような成長は見られず，１４年度はマイナ

スを記録している。政府消費もほぼ同様の動

きを見せている。総固定資本形成には民間投

資と政府投資が含まれるので，この表だけで

は確定的なことはいえないが，固定資本形成

の総額が年々減少し，ほとんどの年度で対前

年度比がマイナスである背景には公共事業削

減があることは疑えない。

以上の極めて簡単な分析からも，札幌市は

「経済のサービス化」が顕著に進み，サービ

ス業は労働生産性の低い卸・小売業とともに

景気循環に左右され，しかも日本経済の景気

回復に乗り遅れていることがわかる。乱暴な

整理をすれば，サービス業に従事する労働者

の雇用者の報酬，つまり所得は金額的にも低

位で，伸び率が低いために次に見る市税の構

造的低水準につながっていると推測できるの

ではないか。

Ⅱ 市財政の構造

まず，最近の市財政の全貌を表４によって

示そう。同表によれば，札幌市の財政は，一

表３ 市内総生産の分配と支出 （１０億円）

出所：『札幌市民経済計算年報』平成２６年度
（備考）金額の右側は，総額に対する比率，その右は対前年度増減率。

雇用者報酬 営業剰余 固定資本減耗 その他とも計 民間最終消費支出 政府最終消費支出 総固定資本形成 その他とも計 成長率
２００１ ３，８４５（５６．４） － １，３８１（２０．２） － １，１００（１６．１） － ６，８２１ ４，１４８（６０．８） － １，２２１（１７．９） － １，２４５（１８．３） － ６，８２１ －
２００２ ３，７９４（５６．７）－１．３ １，３４１（２０．０）－２．９ １，０８７（１６．２）－１．２ ６，６９２ ４，１３３（６１．８）－０．４ １，２１５（１８．２）－０．５ １，２１８（１８．２）－２．２ ６，６９２ －１．９
２００３ ３，６９９（５５．２）－２．５ １，４６１（２１．８） ８．９ １，０８０（１６．１）－０．６ ６，６９８ ４，２８３（６３．９） ３．６ １，２１６（１８．２） ０．１ １，１６１（１７．３）－４．７ ６，６９８ ０．１
２００４ ３，６８１（５５．１）－０．５ １，４４８（２１．７）－０．９ １，０８４（１６．２） ０．４ ６，６８０ ４，２３９（６３．５）－１．０ １，２２３（１８．３） ０．６ １，０５２（１５．７）－９．４ ６，６８０ －０．３
２００５ ３，６７２（５５．０）－０．２ １，４４０（２１．６）－０．６ １，０９２（１６．４） ０．７ ６，６７６ ４，３０３（６４．５） １．５ １，２３８（１８．５） １．２ １，１５１（１７．２） ９．４ ６，６７６ －０．１
２００６ ３，６６５（５５．９）－０．２ １，２９９（１９．８）－９．８ １，１０９（１６．９） １．６ ６，５６２ ４，３７０（６６．６） １．６ １，２１４（１８．５）－１．９ １，１０９（１６．９）－３．６ ６，５６２ －１．７
２００７ ３，６５２（５５．４）－０．４ １，３２０（２０．０） １．６ １，１３６（１７．２） ２．４ ６，５９１ ４，４０２（６６．８） ０．７ １，２５５（１９．０） ３．４ １，０５２（１６．０）－５．１ ６，５９１ ０．４
２００８ ３，６９８（５７．４） １．３ １，１１９（１７．４）－１５．２ １，１５６（１７．９） １．８ ６，４４４ ４，３５２（６７．５）－１．１ １，３１０（２０．３） ４．４ ９８０（１５．２）－６．８ ６，４４４ －２．２
２００９ ３，６７１（５８．１）－０．７ １，０７９（１７．１）－３．６ １，１５３（１８．２）－０．３ ６，３２０ ４，３９９（６９．６） １．１ １，３０１（２０．６）－０．７ ９３１（１４．７）－５．０ ６，３２０ －１．９
２０１０ ３，６８２（５８．５） ０．３ １，０７４（１７．１）－０．５ １，１１５（１７．７）－３．３ ６，２９９ ４，４０２（６９．９） ０．１ １，３１９（２０．９） １．４ ８５７（１３．６）－７．９ ６，２９９ －０．３
２０１１ ３，６８２（５７．８） ０．０ １，１１５（１７．５） ３．８ １，１１３（１７．５）－０．２ ６，３６５ ４，４１５（６９．４） ０．３ １，３３２（２０．９） １．０ ８５３（１３．４）－０．５ ６，３６５ １．０
２０１２ ３，６８３（５８．０） ０．０ １，１２４（１７．７） ０．８ １，０９９（１７．３）－１．３ ６，３５０ ４，４４７（７０．０） ０．７ １，３４３（２１．１） ０．８ ９１８（１４．５） ７．６ ６，３５０ －０．２
２０１３ ３，６８９（５６．９） ０．２ １，２０１（１８．５） ６．９ １，１２１（１７．３） ２．０ ６，４７８ ４，４７８（６９．１） ０．７ １，３６２（２１．０） １．４ ９７７（１５．１） ６．４ ６，４７８ ２．０
２０１４ ３，７３３（５７．０） １．２ １，１６９（１７．９）－２．７ １，１３６（１７．４） １．３ ６，５４７ ４，４６６（６８．２）－０．３ １，３９８（２１．４） ２．６ ９８６（１５．１） ０．９ ６，５４７ １．１
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般会計の他に国民健康保険など７つの特別会

計と高速電車事業（地下鉄）など６つの企業

会計を持ち，その他に公債会計がある。その

うちで最も財政規模が大きいのが一般会計

で，２００８年度に７８００億円，１７年度には１兆円

に迫っている。またその対前年度比は１３年度

までは膨張と緊縮を繰り返したが，その後は

拡大を続けている。

特別会計で規模が大きいのが，国民健康保

険会計で他を圧倒している。ただ同会計

は，２０１５年度の１１．２％を除いては，対前年度

比の伸びは低調である。これに対して，介護

保険会計は０８年度の９１３億円から１７年度の１４００

億円へと金額的には顕著な伸びを示している。

企業会計で圧倒的な地位にあるのが高速電

車（地下鉄）会計である。同会計を含む企業

会計は，一応独立採算を基調にしている

が，２０１７年度予算では�，中央卸売市場事業

と軌道（市電）事業がそれぞれ２億円と３０００

万円の赤字を計上している。その他の会計は

収益的には黒字であるが，地下鉄会計は同年

度で２３３２億円という膨大な未処理欠損金を計

上しており，単年度の黒字収支（１７年度は７２

億円）は決して手放しで喜べる数値ではない。

なお，同表の始まる２００８年度予算は，２期目

を迎えた上田文雄前市長による最初の編成作

業となった。

次に，表５によって一般会計歳入予算の推

移をみよう。一般会計は，市税，地方交付税

交付金，国庫支出金，市債によって構成され

る。

まず市税は，１９９３年度を最後に，４０％を割

りこんだ後，２００７年度にいったんは３５％を超

してそのウェイトを回復させたかに見えたが，

その後は再び低下し，２０１７年度に３０％を割っ

た。また対前年度比は１９９２年のバブル崩壊後

は顕著に低下し，９４年度から２００３年度まで伸

び率はプラスの数値ではあるが極めて低く，

マイナスとなっている年度もある。２００７年度

には９．３％と増加を見せるものの，２００８年の

リーマンショック後は１４年度の３．９％を除い

て低い伸び率に終始している。

市税収入が歳入の３割を切るということは，

市債収入が市税の先取りであることを考慮に

入れると，国，すなわち中央財政からの地方

交付税交付金と国庫支出金に依存しないと市

の行政が立ち行かないことを意味する。さら

に，国庫支出金は，後に見るように，市財政

表４ 各会計当初予算規模 （１００万円）

（備考）後期高齢者医療特別会計は，２０１０年度までは老人医療特別会計（２０１０年度で廃止，１１年度以降は高齢者医療会計に吸収）を含む。
（出所）『札幌市財政統計』

２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７
一般会計 ７７６，２００ ７８８，０００ ８２２，９００ ８６５，９２３ ８５２，２００ ８５２，４００ ８８４，７５０ ９０１，０３７ ９３６，５５０ ９９６，５００

対前年度比（％） －０．５ １．５ ４．４ ５．２ －１．６ ０．０ ３．６ １．８ ３．９ ６．４
特別会計 ３２６，６３８ ３０５，３４９ ３１０，８１０ ３２３，６６３ ３４０，９５６ ３５１，８４５ ３６０，７２３ ３９１，６５８ ３８９，４９８ ３９７，７４９

対前年度比（％） －３１．９ －６．５ １．８ ４．１ ５．３ ３．２ ２．５ ８．６ －０．６ ２．１
国民健康保険 １９１，２２８ １８５，６５９ １８６，９５３ １９４，７７５ ２０４，０８０ ２０９，４１１ ２０７，２４４ ２３０，４５８ ２２８，５４９ ２２９，１７５

対前年度比（％） －７．１ －２．９ ０．７ ４．２ ４．６ ２．６ －１．０ １１．２ －０．８ ０．３
介護保険 ９１，３０２ ９４，４６７ ９８，５５６ １０４，１１９ １０９，２０８ １１５，４６７ １２３，９６１ １３１，８８８ １３２，５４０ １４０，１００

対前年度比（％） ４．１ ３．５ ４．３ ５．６ ４．９ ５．７ ７．４ ６．４ ０．５ ５．７
後期高齢者医療 ３６，０５０ １８，９０２ ２０，２０６ １９，７０５ ２２，３２９ ２１，５６１ ２３，５２３ ２３，２４４ ２２，６９１ ２４，４２８

対前年度比（％） 皆増 －４９．８ ６．９ －２．５ １３．３ －３．４ ９．１ －１．２ －２．４ ７．７
土地区画整理 ５，６７２ ４，２４８ ３，３６２ ２，９９４ ３，０４３ ２，７８３ ２，８６５ ３，２６７ ３，０４５ １，４９０
駐車場 ３３１ ３８１ ３５３ ３２５ ３３４ ３５０ ８５３ ４９８ ４１８ ３８１
母子家庭等福祉資金貸付 ２５０ ２４０ ２１２ ２１０ ２１２ ２２８ ２２７ ２１９ １９９ １５９
基金 １，８０５ １，４５２ １，１６８ １，５３４ １，７５０ ２，０４５ ２，０５０ ２，０８３ ２，０５６ ２，０１６

企業会計 ２８５，９０７ ２６４，７６１ ２５６，０４２ ２４９，９８８ ２４９，５９７ ２４８，２５８ ２９０，８２９ ２８０，６８９ ２７５，０１２ ２５８，９７０
高速電車事業 １０８，２８５ ８７，２５２ ８４，２９８ ７９，４８８ ７９，００９ ８１，０３１ ９２，５０９ ９０，７６４ ８４，３８６ ７３，２６５
軌道事業 １，７９６ １，７７１ １，６９８ １，９２７ ２，４７２ ２，０７９ ４，９９３ ２，１０９ ２，９１７ ３，０８３
水道事業 ６３，３３８ ６２，０９９ ６２，０９７ ６１，４９０ ６２，８３９ ６０，１３７ ６５，８０１ ６８，３３２ ７１，５２１ ６６，４５６
下水道事業 ８３，６４２ ８４，５０３ ７８，４０２ ７５，３３０ ７４，１６３ ７４，９２２ ８８，８７９ ８７，９６２ ８４，８７８ ８４，７７０
病院事業 ２５，０９７ ２５，１１５ ２５，９７２ ２８，０６０ ２７，４０３ ２６，０３４ ３４，０６１ ２７，３０１ ２７，１３７ ２７，２６９
中央卸売市場事業 ３，７４９ ４，０２１ ３，５７５ ３，６９３ ３，７１１ ４，０５５ ４，５８６ ４，２２１ ４，１７３ ４，１２７

公債会計 ４９９，４５５ ４２８，１０５ ３９４，０６１ ３８２，３８９ ３９５，４１４ ４２９，１４９ ４１０，７７２ ４１３，２８９ ３９９，３４２ ３９７，４６５
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の社会福祉関係費の一部負担金に充当されて

いるので，市の福祉予算が膨張すると自動的

に国庫負担金が膨張していくことになる。し

たがって市は膨張する福祉関係費を市税で賄

わねばならず，市税の歳入比率低下は予算編

成において大きな問題とならざるをえない。

次に，地方交付税交付金は，２０００年度に１８６０

億円を記録して以降一貫して低減している。

また歳入総額に占める比率も漸減の傾向にあ

る。それ以前は，１９９１・９２年度，９７．９８年度

のように，対前年度比で１０％以上の伸びを記

録してした年度があることを考えると，２０００

年度を節目にした交付税の減額は明らかに国

の方針変化を物語る。

国は，２００１年度予算から交付税の財源不足

を補填するために臨時財政対策債を発行し，

その負担を国と地方で折半した。このため，

２００３年度の市財政ではその振替額が大幅に増

加し，その分交付金が削減された�。交付金

の対前年度伸び率はその後もマイナスを続け，

ようやく２０１４年度から増加に転じている。

国庫支出金は長らく歳入の１５％程度の地位

にあったが，２０１１年度に２０％を超えてから次

第にそのウェイトを高めている。２０１０年度の

対前年度比２５％の大幅増加は，子ども手当

（国庫負担率：２／３）の新設や生活保護費

（３／４）の増加による（後述）。

また国庫支出金が社会福祉費にとって極め

て重要なのは，子ども手当（児童手当）や生

活保護費の他に，障害者自立支援医療費（負

担率：１／２），障害者介護給付費（１／２）

等の障害者福祉費，児童福祉事業等対策費

（１／２），母子家庭等就業自立支援センター

事業費（１／２）等の児童福祉費，老人クラ

ブ活動費（１／３）のように，市の実施する

福祉事業の財源として幅広く手当されている

表５ 一般会計歳入予算 （１００万円 ％）

出所：『札幌市財政統計』『予算の概要』各年度版
（備考）
①地方交付税交付金は，地方交付税に，利子割・配当割・株式等譲渡所得割・地方消費税・ゴルフ場利用税・特別地方消費委税・自動車取得税・軽油
取引税国有提供施設等所在市町村助成・地方特例・交通安全対策・所得割臨時（２０１７年度）の各交付金を加えた額。
②２００３・２００７・２０１１年度は骨格予算編成。

市税 地方交付税交付金 国庫支出金 市債 その他とも計
１９８８ ２０８，５００ （３８．７） － ８７，３４０ （１６．２） － ７２，１７３ （１３．４） － ５４，９８１ （１０．２） － ５３８，４００ －
１９８９ ２２７，３００ （３９．５） ９．０ ８８，４６６ （１５．４） １．３ ７２，６５３ （１２．６） ０．７ ５５，５１０ （９．６） １．０ ５７５，２５０ ６．８
１９９０ ２５０，３００ （４０．６） １０．１ ８７，４５１ （１４．２） －１．１ ７８，８７５ （１２．８） ８．６ ５８，５１８ （９．５） ５．４ ６１６，９５０ ７．２
１９９１ ２６０，２００ （３９．８） ４．０ １０１，７５１ （１５．６） １６．４ ７８，４６７ （１２．０）－０．５ ５３，５１１ （８．２） －８．６ ６５３，７７０ ６．０
１９９２ ２７７，０００ （４０．６） ６．５ １１４，４４２ （１６．８） １２．５ ８７，８７９ （１２．９） １２．０ ４６，７８５ （６．９） －１２．６ ６８２，９５０ ４．５
１９９３ ２８４，０００ （４０．０） ２．５ １０９，１６２ （１５．４） －４．６ ９０，１９６ （１２．７） ２．６ ５６，５０９ （８．０） ２０．８ ７０９，７５０ ３．９
１９９４ ２８１，５００ （３６．８） －０．９ １１２，９７４ （１４．８） ３．５ １０８，６１４ （１４．２） ２０．４ ７５，８１８ （９．９） ３４．２ ７６５，０００ ７．８
１９９５ ２７８，５００ （３５．１） －１．１ １２０，５７４ （１５．２） ６．７ ９９，９３３ （１２．６）－８．０ ９５，１６０ （１２．０） ２５．５ ７９３，０５０ ３．７
１９９６ ２８５，７００ （３４．３） ２．６ １２８，５７１ （１５．４） ６．６ １０３，５３５ （１２．４） ３．６ １１７，９７６ （１４．２） ２４．０ ８３２，５００ ５．０
１９９７ ２９４，５００ （３５．２） ３．１ １４４，１５６ （１７．２） １２．１ １０４，２４７ （１２．５） ０．７ １０１，２７７ （１２．１） －１４．２ ８３６，１５０ ０．４
１９９８ ２９５，０００ （３４．８） ０．２ １６０，６１７ （１９．０） １１．４ １０６，０５８ （１２．５） １．７ ９３，２２５ （１１．０） －８．０ ８４７，３５０ １．３
１９９９ ２８４，０００ （３３．５） －３．７ １６１，５５５ （１９．１） ０．６ １１１，６９７ （１３．２） ５．３ ８９，５７９ （１０．６） －３．９ ８４８，０５０ ０．１
２０００ ２６６，０００ （３１．７） －６．３ １８６，４９５ （２２．２） １５．４ １０３，０４９ （１２．３）－７．７ ８２，４３９ （９．８） －８．０ ８３８，９００ －１．１
２００１ ２７３，２００ （３２．２） ２．７ １７６，５９０ （２０．８） －５．３ １０９，５４６ （１２．９） ６．３ ８３，７５４ （９．９） １．６ ８４９，７００ １．３
２００２ ２６４，５００ （３２．０） －３．２ １７１，８２４ （２０．８） －２．７ １１５，８１７ （１４．０） ５．７ ８９，５４８ （１０．８） ６．９ ８２７，１５０ －２．７
２００３ ２５８，０００ （３４．８） －２．５ １３３，８２５ （１８．０）－２２．１ １１６，７２４ （１５．７） ０．８ ７５，７９９ （１０．２） －１５．４ ７４１，７５０ －１０．３
２００４ ２５８，８００ （３１．８） ０．３ １５５，１３０ （１９．１） １５．９ １３４，０３０ （１６．５） １４．８ ７８，７８５ （９．７） ３．９ ８１２，８００ ９．６
２００５ ２５９，７００ （３２．７） ０．３ １５３，０１８ （１９．３） －１．４ １２５，７６５ （１５．８）－６．２ ６４，３０３ （８．１） －１８．４ ７９３，５００ －２．４
２００６ ２６０，７００ （３３．３） ０．４ １５１，５７７ （１９．３） －０．９ １１５，９７４ （１４．８）－７．８ ５３，４２１ （６．８） －１６．９ ７８４，０００ －１．２
２００７ ２８５，０００ （３６．７） ９．３ １３９，９４５ （１８．０） －７．７ １１６，３８１ （１５．０） ０．４ ４６，９１０ （６．０） －１２．２ ７７５，６００ －１．１
２００８ ２８５，４００ （３６．８） ０．１ １３５，７６１ （１７．５） －３．０ １１８，９９７ （１５．３） ２．２ ４７，６３９ （６．１） １．６ ７７６，２００ ０．１
２００９ ２７８，０００ （３５．３） －２．６ １３８，２６６ （１７．５） １．８ １２５，３５３ （１５．９） ５．３ ５４，５１４ （６．９） １４．４ ７８８，０００ １．５
２０１０ ２７１，７００ （３３．０） －２．３ １２３，９８６ （１５．１）－１０．３ １５７，１７１ （１９．１） ２５．４ ７８，１５９ （９．５） ４３．４ ８２２，９００ ４．４
２０１１ ２７５，４００ （３１．８） １．４ １３１，１１０ （１５．１） ５．７ １７９，４９３ （２０．７） １４．２ ７７，６５３ （９．０） －０．６ ８６５，９２３ ５．２
２０１２ ２６８，８００ （３１．５） －２．４ １２９，７５３ （１５．２） －１．０ １７０，９４０ （２０．１）－４．８ ９１，８７９ （１０．８） １８．３ ８５２，２００ －１．６
２０１３ ２７０，１００ （３１．７） ０．５ １２２，０８３ （１４．３） －５．９ １７９，４１３ （２１．０） ５．０ ９５，２２３ （１１．２） ３．６ ８５２，４００ ０．０
２０１４ ２８０，７００ （３１．７） ３．９ １２９，１５６ （１４．６） ５．８ １８６，８２７ （２１．１） ４．１ ９０，７７５ （１０．３） －４．７ ８８４，７５０ ３．８
２０１５ ２８１，１００ （３１．２） ０．１ １３４，７８４ （１５．０） ４．４ １９４，０３７ （２１．５） ３．９ ９９，３９３ （１１．０） ９．５ ９０１，０３７ １．８
２０１６ ２８４，６００ （３０．４） １．２ １３５，５５１ （１４．５） ０．６ ２０５，８３０ （２２．０） ６．１ １１８，２９１ （１２．６） １９．０ ９３６，５５０ ３．９
２０１７ ２８８，２００ （２８．９） １．３ １８３，４８７ （１８．４） ３５．４ ２１７，４３５ （２１．８） ５．６ １１８，５１３ （１１．９） ０．２ ９９６，５００ ６．４
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からである。市の側からいえば，これらの義

務的経費が膨張すれば，市の負担も自動的に

増加する訳である。

最後に市債の推移をみる。市債の発行は，

年度によって増減の動きが激しい。１９９３～９６

年度のような不況期には，公共事業を増額す

るために発行額が増加している。２０１０年度の

４３．４％という大きな伸びは，臨時財政対策債

の増加による�。

総じて一般会計の歳入は，市税の伸びが鈍

く，その反面国庫支出金と地方交付税，特に

前者に依存するという傾向が強まっていると

いえよう。さらに臨時財政対策債が歳入補填

に充当されている。

では，市の歳入予算でそのウェイトを低下

させて自主財源確保の懸念材料となっている

市税の推移をみてみよう。表６によれば，市

税は市民税と固定資産税，たばこ税及び都市

計画税によって構成される。そのうち市民税

が４０％強，固定資産税が４０％弱でこの両税で

全体の８０％となる。残りは，たばこ税の５％，

都市計画税の１０％である。

市民税は個人，法人とも均等割と所得割に

わかれ，個人の均等割額は２０１３年度まで３０００

円（道民税１０００円），１４年度以降は３５００円で

ある。また法人の均等割は資本金に応じて５

万円～３００万円である�。所得割は，個人・

法人とも前年度の所得に応じて課税されるの

で，その動きは先の表２にある雇用者報酬と

営業剰余に対応している。

各税の構成比の動きを追うと，固定資産税

の総額は当該期を通じて約１１００億円，市税全

体に対するウェイトは４０％弱とほとんど変化

がない。これに対して，個人所得割と法人税

割はそのウェイトを大きく変化させた。すな

わち，個人所得割が３０％強というウェイトを

維持しているのに対して，法人税割は次第に

下がり，１９９４年度に１０％を割って以降は９％

表６ 市税内訳 （１００万円 ％）

出所：『各会計予算説明書』各年度版（札幌市公文書館所蔵）

市民税
固定資産税

たばこ税 都市計画税 市税
合計

前年
度比個人 法人

均等割 所得割 均等割 法人税割 計 土地 家屋 計
１９８８ １，３３１６５，７８２（３１．６） － ３，８５３３１，６４４（１５．２） － １０２，６１０（４９．２） － ２６，６２１３２，２３０ ６６，８５２（３２．１） － １０，３６１（５．０） １６，８６０（８．１）２０８，５００ －
１９８９ １，３９０７５，４３４（３３．２）１４．７ ４，０２７３６，７７６（１６．２）１６．２１１７，６２７（５１．７）１４．６２８，２９６３６，３０１ ７３，３８４（３２．３） ９．８ ８，９０９（３．９） １８，３６０（８．１）２２７，３００ ９．０
１９９０ １，４２５８２，６３８（３３．０）９．６ ４，４６３４４，８９８（１７．９）２２．１１３３，４２４（５３．３）１３．４２８，８２１３９，５２６ ７８，１８７（３１．２） ６．５１０，８４２（４．３） １９，３６６（７．７）２５０，３００ １０．１
１９９１ １，４７２８６，８２１（３３．４）５．１ ４，８０１３８，６６９（１４．９）－１３．９１３１，７６３（５０．６）－１．２３２，２４３４３，４９１ ８６，４２４（３３．２）１０．５１１，０８８（４．３） ２１，２０１（８．１）２６０，２００ ４．０
１９９２ １，５５８９３，９５６（３３．９）８．２ ５，２０１３６，００１（１３．０）－６．９１３６，７１６（４９．４） ３．８３５，９９５４７，６０４ ９５，３２３（３４．４）１０．３１１，４４９（４．１） ２３，２３５（８．４）２７７，０００ ６．５
１９９３ １，６４０９９，７４１（３５．１）６．２ ５，２２１２９，６７３（１０．４）－１７．６１３６，００５（４７．９）－０．５３７，５５９５１，７９３１０１，５８９（３５．８） ６．６１１，３４９（４．０） ２４，６５９（８．７）２８４，０００ ２．５
１９９４ １，６６９８１，０６３（３０．５）－１８．７ ５，５６８２４，４０３（９．２）－１７．８１１２，７０３（４２．４）－１７．１４０，９３３５４，１００１０７，１９５（４０．３） ５．５１１，２５１（４．２） ２５，６０３（９．６）２６５，７００ －６．４
１９９５ １，６５１８１，１１７（２９．１）０．１ ５，９０２２７，２７５（９．８）１１．８１１８，９４５（４２．７） ５．５４３，１２５５６，８５６１１２，６４１（４０．４） ５．１１１，２８８（４．０） ２６，８４５（９．６）２７８，８００ ４．９
１９９６ １，９６８８５，０２３（２９．８）４．８ ６，２３２２７，３０７（９．６） ０．１１２０，５３０（４２．２） １．３４４，３５０６０，１８２１１７，０４１（４１．０） ３．９１１，５４２（４．０） ２７，９４３（９．８）２８５，７００ ２．５
１９９７ ２，０５１９２，０３２（３１．３）８．２ ６，４３２２８，３４６（９．６） ３．８１２６，８６１（４３．１） ５．３４４，６７０５８，７８３１１６，１２４（３９．４）－０．８１３，９５３（４．７） ２６，３９５（９．０）２９４，５００ ３．１
１９９８ ２，０９３８９，８２８（３０．５）－２．４ ６，３３３２７，５２５（９．３）－２．９１２５，７７９（４２．６）－０．９４３，４１８６２，０５７１１８，８７２（４０．３） ２．４１４，２３８（４．８） ２６，８１１（９．１）２９５，０００ ０．２
１９９９ ２，０８０８１，４５８（２８．７）－９．３ ６，３７６２１，９２６（７．７）－２０．３１１３，７８５（４０．１）－９．５４０，２８８６２，８５８１１８，５６０（４１．７）－０．３１５，３７８（５．４） ２６，６７９（９．４）２８４，０００ －３．７
２０００ ２，０３３７６，７７３（２８．９）－５．８ ６，２２８２２，９７６（８．６） ４．８１０９，５８０（４１．２）－３．７２５，１９６５７，４８５１０７，９３８（４０．６）－９．０１５，３３８（５．８） ２３，８３７（９．０）２６６，０００ －６．３
２００１ ２，０３４７７，６３０（２８．４）１．１ ６，２７１２６，７４７（９．８）１６．４１１４，３８７（４１．９） ４．４３４，３６６６０，２９２１０９，８７８（４０．２） １．８１５，１７３（５．６） ２４，１７０（８．８）２７３，２００ ２．７
２００２ ２，０１７７５，７１６（２８．６）－２．５ ６，２８３２０，０６３（７．６）－２５．０１０５，５０３（３９．９）－７．８３２，９８７６３，０４２１１０，８０７（４１．９） ０．８１４，８１６（５．６） ２４，１１３（９．１）２６４，５００ －３．２
２００３ ２，０２９７４，８８０（２９．０）－１．１ ６，２７９２１，０３５（８．２） ４．８１０５，３７５（４０．８）－０．１３２，１９０５９，６１１１０５，４６６（４０．９）－４．８１５，６８７（６．１） ２２，８０６（８．８）２５８，０００ －２．５
２００４ ２，０４１７２，３９８（２８．０）－３．３ ６，２８０２２，２６０（８．６） ５．８１０４，１１７（４０．２）－１．２３０，９６０６２，６１８１０７，２６７（４１．４） １．７１５，４７５（６．０） ２２，９９５（８．９）２５８，８００ ０．３
２００５ ２，１９１７１，９０５（２７．７）－０．７ ６，４０８２３，４８５（９．０） ５．５１０５，２５１（４０．５） １．１２９，７８７６４，７１２１０７，６１２（４１．４） ０．３１４，４４０（５．６） ２３，１４２（８．９）２５９，７００ ０．３
２００６ ２，３６２７７，０３５（２９．５）７．１ ６，５２０２３，５４５（９．０） ０．３１１０，８３１（４２．５） ５．３２９，４５０６０，３５３１０２，９３８（３９．５）－４．３１５，２７１（５．９） ２２，１２２（８．５）２６０，７００ ０．４
２００７ ２，４１５９３，５６０（３２．８）２１．５ ６，５７８２７，６６０（９．７）１７．５１３１，６５８（４６．２）１８．８２９，３４３６３，０００１０５，５０７（３７．０） ２．５１５，３５３（５．４） ２２，７１９（８．０）２８５，０００ ９．３
２００８ ２，４５９９３，３９０（３２．７）－０．２ ６，６９９２５，６８８（９．０）－７．１１３０，０６４（４５．６）－１．２２９，３９８６５，４５９１０７，９３５（３７．８） ２．３１４，０２６（４．９） ２３，２２７（８．１）２８５，４００ ０．１
２００９ ２，４８５９３，１２３（３３．５）－０．３ ６，５８４１８，２１３（６．６）－２９．１１２２，４９７（４４．１）－５．８３０，３２１６５，３８５１０８，４７９（３９．０） ０．５１３，２３５（４．８） ２３，４１３（８．４）２７８，０００ －２．６
２０１０ ２，４７１８７，４７４（３２．２）－６．１ ６，５２７１６，２０５（６．０）－１１．０１１４，８４１（４２．３）－６．２３０，２５７６７，０７２１０９，５８５（４０．３） １．０１３，０５２（４．８） ２３，７１４（８．７）２７１，７００ －２．３
２０１１ ２，４４０８５，２２１（３０．９）－２．６ ６，４１３２０，５５８（７．５）２６．９１１４，６３２（４１．６）－０．２２９，８１７６８，９０１１０９，０４９（３９．６）－０．５１３，６１８（４．９） ２３，５３９（８．５）２７５，４００ １．４
２０１２ ２，４５９８７，９１５（３２．７）３．２ ６，３４２１８，５１８（６．９）－９．９１１５，２３４（４２．９） ０．５２９，３６６６３，３６３１０２，６４３（３８．２）－５．９１４，６１６（５．４） ２２，１２０（８．２）２６８，８００ －２．４
２０１３ ２，４８１８６，５１３（３２．０）－１．６ ６，４６３１８，０８６（６．７）－２．３１１３，５４３（４２．０）－１．５２８，９３５６５，１８０１０３，６３９（３８．４） １．０１６，６４４（６．２） ２２，３７６（８．３）２７０，１００ ０．５
２０１４ ２，９５９８９，２９４（３１．８）３．２ ６，５４２２２，８３３（８．１）２６．２１２１，６２８（４３．３） ７．１２９，０９７６７，１４０１０５，８９３（３７．７） ２．２１６，６８８（５．９） ２２，７９５（８．１）２８０，７００ ３．９
２０１５ ３，０５１９２，８２６（３３．０）４．０ ６，３６５２０，７１７（７．４）－９．３１２２，９５９（４３．７） １．１２９，３３２６７，０２７１０６，３０９（３７．８） ０．４１５，６５７（５．６） ２２，８３５（８．１）２８１，１００ ０．１
２０１６ ３，１１２９４，７１８（３３．３）２．０ ６，６９１１９，１７５（６．７）－７．４１２３，６９６（４３．５） ０．６２９，４３４６８，３７３１０８，２５０（３８．０） １．８１５，９１０（５．６） ２３，２１５（８．２）２８４，６００ １．２
２０１７ ３，１０４９６，５９２（３３．５）２．０ ６，８９９１９，３８９（６．７） １．１１２５，９８４（４３．７） １．８２９，４１４６９，７６７１０９，７６８（３８．１） １．４１５，４９３（５．４） ２３，５７２（８．２）２８８，２００ １．３
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台をしばらく維持していたが，リーマンショッ

ク後の２００９年度には一気に６．６％に落ち込ん

だ。その後は２０１４年度の８．１％を除いて概ね

６％台である。

またこの両税の対前年度比を比較すると，

個人所得割は９７年度までは概ねプラスの値を

維持していたが，翌９８年度にマイナスを記録

して以降，２００６・０７年度を除いて長い停滞期

に入り，２０１４年度からようやくプラスの値が

続いている。

一方，法人税割は，金額そのものが漸減し

ているだけではなく，対前年度比においても

極めて振幅が大きく好調が長続きしないので

税源としては安定性に欠けている。またリー

マンショックの影響で，２００８年度～１０年度は

激しい落ち込みに見舞われ，２０１１年度と１４年

度は持ち直すが，マイナスの伸び率が続いて

いる。このように動きの激しい法人税割の対

前年度比の当該期２９年度間の平均は０．６％と

なり，個人所得割の１．６％よりも格段に小さ

い。すなわち，法人税割は個人の所得割より

も安定的で確実な税源としては期待できない

ことを示している。裏を返せば，市財政にお

いて将来も高い伸び率を示すであろう社会福

祉費を手当てするためには，一般財源として

の個人所得割をいかに手堅く確保していくか

が問われているといえよう。

続いて目的別歳出予算の推移をみよう。表

７が総務費から職員費まで７項目の予算額と

そのウェイト及び対前年度比である。第１に，

総額は３０年間で５４００億円から１兆円に膨張し，

その対前年度比は，バブル崩壊後，９６年度ま

では５％程度の比較的高い伸び率を続けてい

たが，その後は１０年以上にわたって低迷し，

緊縮予算が続いたことを示す。なお，２００３年

度の顕著な落ち込みは，年度当初の４月に市

長選挙と市議会議員選挙を控えて「骨格予算」

（選挙後の議会で「肉付予算」と称する補正

表７ 一般会計目的別歳出予算 （１００万円 ％）

出所：『新札幌市史』第５巻第２章「安定成長下の市財政」，『札幌市財政統計』，『予算の概要』各年度版。
（備考）保健福祉費は１９９７年度まで民生費。

総務費 保健福祉費 経済費 土木費 教育費 公債費 職員費 その他とも計
１９８８ １４，８９１（２．８） － ９５，２２４（１７．７） － ２１，８４６（４．１） － １２６，２１９（２３．４） － ５１，９５６（９．７） － ４４，３６６ （８．２） － ７５，３２６（１４．０） － ５３８，４００ －
１９８９ ２１，０１０（３．７）４１．１ ９２，６７３（１６．１）－２．７２２，５１０（３．９） ３．０ １３５，２７１（２３．５） ７．２５２，９２２（９．２） １．９４６，０００ （８．０） ３．７ ７８，８９９（１３．７） ４．７ ５７５，２５０ ６．８
１９９０ １８，８０９（３．０）－１０．５ ９９，９８９（１６．２） ７．９２４，３３８（３．９） ８．１ １３６，３５７（２２．１） ０．８５８，１９３（９．４） １０．０４８，５２８ （７．９） ５．５ ８３，８５０（１３．６） ６．３ ６１６，９５０ ７．２
１９９１ ２１，４２６（３．３）１３．９ ９８，３６７（１５．０）－１．６２６，９５６（４．１）１０．８ １３８，３３３（２１．２） １．４５８，７１７（９．０） ０．９５２，９６９ （８．１） ９．２ ９１，５４２（１４．０） ９．２ ６５３，７００ ６．０
１９９２ ２２，７２７（３．３） ６．１ １０７，８７６（１５．８） ９．７３６，４２６（５．３）３５．１ １３６，９７１（２０．１）－１．０６０，０５８（８．８） ２．３５７，７５７ （８．５） ９．０ ９７，５００（１４．３） ６．５ ６８２，９５０ ４．５
１９９３ ２６，２９４（３．７）１５．７ １１８，９８９（１６．８）１０．３４０，５１９（５．７）１１．２ １５２，８８９（２１．５）１１．６５３，２４７（７．５）－１１．３６１，４５０ （８．７） ６．４ １０２，１７０（１４．４） ４．８ ７０９，７５０ ３．９
１９９４ ３３，０４５（４．７）２５．７ １２０，０４５（１７．０） ０．９５９，０４３（８．４）４５．７ １５６，１２７（２２．１） ２．１５８，７８９（８．３） １０．４７８，２８０（１１．１）２７．４ １０５，６００（１５．０） ３．４ ７０５，０００－０．７
１９９５ ３３，４５９（４．２） １．３ １２８，３０６（１６．２） ６．９６３，２３７（８．０） ７．１ １６１，２００（２０．３） ３．２５０，７７９（６．４）－１３．６６３，９３０ （８．１）－１８．３ １１１，５００（１４．１） ５．６ ７９３，０５０ １２．５
１９９６ ３６，９４３（４．４）１０．４ １３６，１９０（１６．４） ６．１７４，２００（８．９）１７．３ １６６，６４６（２０．０） ３．４６１，５７３（７．４） ２１．３６６，９８５ （８．０） ４．８ １１３，４２１（１３．６） １．７ ８３２，５００ ５．０
１９９７ ３９，３９９（４．７） ６．６ １４０，７６８（１６．８） ３．４７２，２０８（８．６）－２．７ １６３，７７９（１９．６）－１．７５３，３２９（６．４）－１３．４７２，９６５ （８．７） ８．９ １１４，８６０（１３．７） １．３ ８３６，１５０ ０．４
１９９８ ３３，４３９（３．９）－１５．１ １５５，１０８（１８．３）１０．２７７，１２７（９．１） ６．８ １５４，２３０（１８．２）－５．８５３，００１（６．３）－０．６７８，１５８ （９．２） ７．１ １１７，５５８（１３．９） ２．３ ８４７，３５０ １．３
１９９９ ３９，３５０（４．６）１７．７ １７６，９７５（２０．９）１４．１７７，０３２（９．１）－０．１ １３７，７０５（１６．２）－１０．７５３，７２４（６．３） １．４８２，６５４ （９．７） ５．８ １２０，８２３（１４．２） ２．８ ８４８，０５０ ０．１
２０００ ４４，４９４（５．３）１３．１ １６５，８５７（１９．８）－６．３８２，１５９（９．８） ６．７ １３３，０９６（１５．９）－３．３３６，９５９（４．４）－３１．２８６，４１８（１０．３） ４．６ １１８，３３４（１４．１）－２．１ ８３８，９００－１．１
２００１ ３１，７３１（３．７）－２８．７ １７５，６１８（２０．７） ５．９９８，４０３（１１．６）１９．８ １２８，４０３（１５．１）－３．５４０，２７４（４．７） ９．０８９，１８１（１０．５） ３．２ １１８，２６６（１３．９）－０．１ ８４９，７００ １．３
２００２ ３６，３０４（４．４）１４．４ １７０，０７７（２０．６）－３．２９７，０８７（１１．７）－１．３ １２２，８９９（１４．９）－４．３４２，１９２（５．１） ４．８９２，７６８（１１．２） ４．０ １１３，４０１（１３．７）－４．１ ８２７，１５０－２．７
２００３ ３０，６３０（４．１）－１５．６ １８１，９７５（２４．５） ７．０６９，５２３（９．４）－２８．４ ７１，３６１（９．６）－４１．９３７，９０２（５．１）－１０．２９７，５８３（１３．２） ５．２ １１１，３２２（１５．０）－１．８ ７４１，７５０－１０．３
２００４ ３１，０４１（３．８） １．３ １９５，９５３（２４．１） ７．７８２，９８３（１０．２）１９．４ １０２，９１４（１２．７）４４．２３８，４２６（４．７） １．４９８，４３８（１２．１） ０．９ １０６，４００（１３．１）－４．４ ８１２，８００ ９．６
２００５ ３４，９４６（４．４）１２．６ ２０２，６４２（２５．５） ３．４８５，８８０（１０．８） ３．５ ８９，９００（１１．３）－１２．６３０，３３８（３．８）－２１．０９５，２０４（１２．０）－３．３ １０５，２９５（１３．３）－１．０ ７９３，５００－２．４
２００６ ３０，７７３（３．９）－１１．９ ２０５，２５６（２６．２） １．３８８，６５２（１１．３） ３．２ ８０，６４１（１０．３）－１０．３３０，５７５（３．９） ０．８９５，４８７（１２．２） ０．３ １０３，６６５（１３．２）－１．５ ７８４，０００－１．２
２００７ ２８，２７１（３．６）－８．１ ２０６，８８８（２６．７） ０．８８７，１１８（１１．２）－１．７ ７６，１４０（９．８）－５．６３３，３９０（４．３） ９．２９８，１４６（１２．７） ２．８ １０４，１３１（１３．４） ０．４ ７７５，６００－１．１
２００８ ２７，６９４（３．６）－２．０ ２２０，６９２（２８．４） ６．７８６，１９８（１１．１）－１．１ ７７，０２９（９．９） １．２３２，９００（４．２）－１．５１０１，７２２（１３．１） ３．６ １０３，６２１（１３．３）－０．５ ７７６，２００ ０．１
２００９ ２７，６９９（３．５） ０．０ ２３０，６２６（２９．３） ４．５９２，４８７（１１．７） ７．３ ７６，４９２（９．７）－０．７３４，５４０（４．４） ５．０９８，２８４（１２．５）－３．４ １０３，０６３（１３．１）－０．５ ７８８，０００ １．５
２０１０ ２７，２９８（３．３）－１．４ ２７３，６９０（３３．３）１８．７９６，５６９（１１．７） ４．４ ７４，５３３（９．１）－２．６３２，０９８（３．９）－７．１１００，９６１（１２．３） ２．７ ９８，７６２（１２．０）－４．２ ８２２，９００ ４．４
２０１１ ２８，６０８（３．３） ４．８ ３００，２７７（３４．７） ９．７１１２，３３１（１３．０）１６．３ ８０，１７２（９．３） ７．６３４，２３４（４．０） ６．７９６，０４４（１１．１）－４．９ ９５，０３４（１１．０）－３．８ ８６５，９２３ ５．２
２０１２ ２７，３１１（３．２）－４．５ ３０７，８２０（３６．１） ２．５９４，３０５（１１．１）－１６．０ ８１，３８１（９．５） １．５３５，７７７（４．２） ４．５９７，０３８（１１．４） １．０ ９１，８０６（１０．８）－３．４ ８５２，２００－１．６
２０１３ ３０，４７４（３．６）１１．６ ３２６，５１８（３８．３） ６．１８７，５７９（１０．３）－７．１ ７７，７９４（９．１）－４．４３４，７３８（４．１）－２．９９１，４８６（１０．７）－５．７ ９０，１９７（１０．６）－１．８ ８５２，４００ ０．０
２０１４ ４５，９７１（５．２）５０．９ ３３２，０９２（３７．５） １．７８５，５９４（９．７）－２．３ ９５，００８（１０．７）２２．１４１，６３２（４．７） １９．８８８，９４８（１０．１）－２．８ ８７，３８５（９．９）－３．１ ８８４，７５０ ３．８
２０１５ ３９，３８９（４．４）－１４．３ ３４４，２５０（３８．２） ３．７８６，２９７（９．６） ０．８ １０２，０８３（１１．３） ７．４３７，６３７（４．２）－９．６８８，０３２ （９．８）－１．０ ８７，８４３（９．７） ０．５ ９０１，０３７ １．８
２０１６ ５１，３９２（５．５）３０．５ ３５９，１４５（３８．３） ４．３８６，６３６（９．３） ０．４ １０９，６９１（１１．７） ７．５４４，０４４（４．７） １７．０８５，４７２ （９．１）－２．９ ８６，２２８（９．２）－１．８ ９３６，５５０ ３．９
２０１７ ４７，３２３（４．７）－７．９ ３６５，７１５（３６．７） １．８８６，１１６（８．６）－０．６ １０６，３５９（１０．７）－３．０３９，６５４（４．０）－１０．０８４，８１９ （８．５）－０．８ １５９，１４０（１６．０）８４．６ ９９６，５００ ６．４
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予算が審議，成立して例年並みの予算規模に

なる）�として編成されたことによる。また

翌０４年度は，保健福祉費が顕著な伸びを示し

たために大幅増となっている�。

しかし，リーマンショック後の０９年度以降

は，１２．１３年度を除いて積極予算に転じ，１７

年度は対前年度比で６．４％とバブル期並みの

膨張ぶりである。

次に，内訳をみると，保健福祉費のウェイ

ト上昇と土木費の下落が一目瞭然である。ま

た保健福祉費のウェイトは最近では他の項目

を断然引き離して４０％に迫る勢いである。さ

らに対前年度比は，２００２年度にマイナス３．２％

になった以後は，一貫してプラスの伸び率を

記録している。市財政は，公共投資を重視す

る「土建自治体」型から「福祉自治体」型へ

と大きく変貌を遂げたということができる。

ただし，２０１４年度以降の同費の伸び率は１％

～４％と以前よりも高くないことにも注意が

必要である。

一方，保健福祉費以外の経費はは軒並みそ

のウェイトを下げ，特に，市職員の人件費に

当たる職員費は２１５年度に１０％を切った。ま

た借金の返済費である公債費もそのウェイト

を落としている。

Ⅲ 福祉予算の構造

保健福祉費（民生費）の構成を示したのが

表８である。社会福祉費，児童福祉費，老人

福祉費，生活保護費，健康衛生費が５本柱で

あり，国民年金費は２００２年度以降社会福祉費

に，保健衛生費と医療助成費は健康衛生費に

それぞれ統合された。

表７で見たように，保健福祉費は一般会計

では顕著な膨張を続け，表８の市民総生産に

占める比率も２０１２年度まで一貫してそのウェ

イトを上昇させ，同年度は５％に届こうとし

表８ 保健福祉費（民生費）の推移 （１００万円 ％）

出所：『各会計予算説明書』各年度版
（備考）
１９９８年度まで民生費，１９９９年度から保健福祉費。
１９９８年に保健福祉局，２０１５年に子ども未来局がそれぞれ設置。

総 額 対市民総生産費 社会福祉費 児童福祉費 老人福祉費 生活保護費 健康衛生費 保健衛生費 青少年婦人活動費 国民年金費 医療助成費
１９８８ ９５，２２４ ２．０ ８，６７３（９．１）１３，２６８（１３．９） ８，１６７ （８．６） ４７，１１８（４９．５） － － １，４２６ （１．５） ８，７１６（９．２） ４，８０８（５．０）
１９８９ ９２，６７３ １．８ ８，３６７（９．０）１３，５５０（１４．６） ８，４８０ （９．２） ４４，４９３（４８．０） － － １，０１６ （１．１） １０，８９０（１１．８） ５，６７９（６．１）
１９９０ ９９，９８９ １．７ ８，１１４（８．１）１４，４２７（１４．４）１０，０４９（１０．１） ４８，９６３（４９．０） － － １，０３３ （１．０） １１，０１１（１１．０） ５，９７４（６．０）
１９９１ ９８，３６７ １．６ ９，１２０（９．３）１５，３７４（１５．６） ９，３７７ （９．５） ４６，０７６（４６．８） － － １，１２６ （１．１） １０，７５９（１０．９） ６，５３２（６．６）
１９９２ １０７，８７６ １．６ １０，６６３（９．９）１８，９７９（１７．６）１１，９１６（１１．０） ４７，０３９（４３．６） － － － １２，４１６（１１．５） ６，８６０（６．４）
１９９３ １１８，９８９ １．８ １２，３７２（１０．４）２０，０３８（１６．８）１５，０３７（１２．６） ４９，０５４（４１．２） － － － １４，６０１（１２．３） ７，２６９（６．１）
１９９４ １２０，０４５ １．８ １２，８９７（１０．７）１８，４６０（１５．４）１５，０５６（１２．５） ５０，２７１（４１．９） － － － １６，４０３（１３．７） ７，４８１（６．２）
１９９５ １２８，３０６ １．８ １４，１３２（１１．０）１８，４９９（１４．４）１５，９３４（１２．４） ５４，５６６（４２．５） － － － １７，８３７（１３．９） ８，５７０（６．７）
１９９６ １３６，１９０ ２．０ １４，４３８（１０．６）１９，２９５（１４．２）１８，７４２（１３．８） ５７，９２３（４２．５） － － － １７，８７９（１３．１） ９，１１８（６．７）
１９９７ １４０，７６８ ２．１ １６，２６５（１１．６）１９，９６４（１４．２）２１，１６０（１５．０） ５６，７２３（４０．３） － － － １９，２８１（１３．７） ９，２００（６．５）
１９９８ １５５，１０８ ２．３ ２１，１４０（１３．６）２４，５２６（１５．８）２３，７０９（１５．３） ６０，１７１（３８．８） － － － １９，８８５（１２．８） １０，５４９（６．８）
１９９９ １７６，９７５ ２．６ ２１，２４０（１２．０）２８，３５７（１６．０）２６，４３１（１４．９） ６５，６１８（３７．１） － ６，３６５（３．６） － １９，１８６（１０．８） １１，０７０（６．３）
２０００ １６５，８５７ ２．４ ２２，２０４（１３．４）２８，４６８（１７．２）１１，５９２ （７．０） ６５，５１２（３９．５） － ７，１３８（４．３） － １８，４６９（１１．１） １２，４７２（７．５）
２００１ １７５，６１８ ２．６ ２３，８０１（１３．６）２９，１６８（１６．６）１０，９８８ （６．３） ７３，４１９（４１．８） － ７，３６０（４．２） － １８，６８９（１０．６） １２，１９０（６．９）
２００２ １７０，０７７ ２．５ ２７，４８６（１６．２）３２，８９６（１９．３）１０，５９５ （６．２） ７７，５２４（４５．６） ２１，６６４（１２．７） － － － －
２００３ １８１，９７５ ２．７ ２６，４５５（１４．５）３９，２１０（２１．５）１０，５５８ （５．８） ８３，１０２（４５．７） ２２，６４８（１２．４） － － － －
２００４ １９５，９５３ ３．０ ３０，３５４（１５．５）４３，６０３（２２．３）１０，１９４ （５．２） ８９，６２２（４５．７） ２２，１７９（１１．３） － － － －
２００５ ２０２，６４２ ３．１ ３１，２２９（１５．４）４５，１４６（２２．３）１１，２５８ （５．６） ９３，００１（４５．９） ２２，００６（１０．９） － － － －
２００６ ２０５，２５６ ３．１ ３１，５３２（１５．４）４７，２５７（２３．０） ９，９６６ （４．９） ９３，９７６（４５．８） ２２，５２３（１１．０） － － － －
２００７ ２０６，８８８ ３．１ ３３，９６０（１６．４）４８，９６４（２３．７） ８，７３９ （４．２） ９１，７９２（４４．４） ２３，４３２（１１．３） － － － －
２００８ ２２０，６９２ ３．４ ３５，５８７（１６．１）４９，８１８（２２．６） ９，１８９ （４．２） ９２，８１６（４２．１） ３３，２７９（１５．１） － － － －
２００９ ２３０，６２６ ３．７ ３６，６４３（１５．９）５１，２６０（２２．２） ９，６９２ （４．２） ９８，９９６（４２．９） ３４，０３３（１４．８） － － － －
２０１０ ２７３，６９０ ４．３ ４３，３７６（１５．８）７２，４２２（２６．５） ９，９２６ （３．６）１１３，８５２（４１．６） ３４，１１２（１２．５） － － － －
２０１１ ３００，２７７ ４．７ ４５，９６８（１５．３）８０，８２３（２６．９） ９，９５９ （３．３）１２３，９７８（４１．３） ３９，５４７（１３．２） － － － －
２０１２ ３０７，８２０ ４．８ ５４，３６１（１７．７）７５，６９４（２４．６） ９，４９７ （３．１）１２９，５１８（４２．１） ３８，７４８（１２．６） － － － －
２０１３ ３２６，５１８ … ６１，７３０（１８．９）７７，９９６（２３．９） ９，４０３ （２．９）１３７，４０２（４２．１） ３９，９８５（１２．２） － － － －
２０１４ ３３２，０９２ … ６３，９１４（１９．２）８１，３１７（２４．５） ９，６２０ （２．９）１３６，４４６（４１．１） ４０，７９３（１２．３） － － － －
２０１５ ３４４，２５０ … ７３，３７６（２１．３）８５，３０８（２４．８） ９，９６０ （２．９）１３３，３７３（３８．７） ４２，２２９（１２．３） － － － －
２０１６ ３５９，１４５ … ７７，２２９（２１．５）９５，０８４（２６．５） ９，１２０ （２．５）１３３，６９３（３７．２） ４４，０１６（１２．３） － － － －
２０１７ ３６５，７１５ … ８０，５３８（２２．０）１００，２２１（２７．４） ９，１７９ （２．５）１３０，３８０（３５．７） ４５，３９５（１２．４） － － － －
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ている。

社会福祉費等５項目のウェイトの推移をみ

ると，生活保護費が１９９８～２０００年度と２０１５～

１７年度を除くすべての年度で４０％を超えて断

然高い。児童福祉費は２００３年度に２０％を超え

て以降継続してそのウェイトを高め，特に２０１０

年度以降の増加額は著しい。一方，老人福祉

費は，１９９９年度までは１０％台を維持していた

が，２０００年に介護保険特別会計が設置されて

主な経費を同会計に移管したために半減して

いる（後掲表１７・表１８）。健康衛生費は２００２

年度に同表の保健衛生費と医療助成費を統合

して設置された�。

表９は，リーマンショック後，２００８年度以

降の保健福祉費に対するこれら５費の減寄与

度を示したものである。２０１０年度までは児童

福祉費が高く，その後１３年度までは生活保護

費が急上昇している。同費の寄与度が小さく

なった後は社会福祉費，すなわち障害者福祉

費と児童福祉費の値が大きくなっている。

老人福祉費と健康衛生費は全期間を通じて

ほとんど寄与していない。また生活保護費は，

社会福祉費や児童福祉費の寄与度の上昇に反

比例してマイナスの寄与度を示している。従っ

て札幌市の保健福祉費は，生活保護費から障

害者福祉と児童福祉へとその重点がシフトし

ていることが窺える。

表９ 保健福祉各費の増減寄与度

出所：表８と同じ。

表１０ 社会福祉費の内訳 （１００万円）

出所：『各会計予算説明書』各年度版
（備考）
①１９８８～９１年度の精神薄弱者福祉費には，６６，６９，８９，９２百万円の同施設費を含む。
②知的障害福祉費の名称は，１９９９年度までは精神薄弱者福祉費。
③１９８８～９１年度の福祉センター費には，１１４，１１７，１２５，１３８百万円の身体障害者福祉センター費を含む。
④その他には，１９８９～９１年度に，地域センター費総額２４８８百万円，整備促進費総額２３７９百万円，ボランティア・地域福祉振興基金造成費２３０百万円，２００２
～１７年度に国民年金費総額１４３８百万円を含む。

社会福祉費児童福祉費老人福祉費生活保護費健康衛生費
２００８→２００９ ０．１ ０．１ ０．１ ０．６ ０．１
２００９→２０１０ ０．２ ０．５ ０．０ ０．３ ０．０
２０１０→２０１１ ０．１ ０．３ ０．０ ０．４ ０．２
２０１１→２０１２ １．１ －０．７ －０．１ ０．７ －０．１
２０１２→２０１３ ０．４ ０．１ ０．０ ０．４ ０．１
２０１３→２０１４ ０．４ ０．６ ０．０ －０．２ ０．１
２０１４→２０１５ ０．８ ０．３ ０．０ －０．３ ０．１
２０１５→２０１６ ０．３ ０．７ －０．１ ０．０ ０．１
２０１６→２０１７ ０．５ ０．８ ０．０ －０．５ ０．２

総務費 障害者福祉費 障害者自立支援費 身体障害者福祉費 知的障害者福祉費 心身障害者福祉費 精神障害者福祉費 その他とも計
１９８８ ３８８ （４．５） － － １，７０９（１９．７） ２，６３９（３０．４） １，３３４（１５．４） － ８，６７３
１９８９ ６４７ （７．７） － － １，８６４（２２．３） ２，９６６（３５．４） １，４３８（１７．２） － ８，３６７
１９９０ ７１３ （８．８） － － １，８７０（２３．０） ３，４２２（４２．２） １，５８３（１９．５） － ８，１１４
１９９１ ８１４ （８．９） － － ２，１９３（２４．０） ３，９０４（４２．８） １，６７５（１８．４） － ９，１２０
１９９２ １，１７３（１１．０） － － ３，２４９（３０．５） ４，３７３（４１．０） １，８６７（１７．５） － １０，６６３
１９９３ ２，０９１（１６．１） － － ３，７５１（２８．９） ５，２１１（４０．１） １，９３２（１４．９） － １２，９８７
１９９４ ９５４ （７．７） － － ３，９６０（３２．０） ５，５０１（４４．５） １，９５６（１５．８） － １２，３７２
１９９５ １，０３２ （８．０） － － ４，２５８（３３．０） ５，５９９（４３．４） ２，００７（１５．６） － １２，８９７
１９９６ １，０１２ （７．２） － － ４，２７４（３０．２） ６，５６４（４６．４） ２，２８１（１６．１） － １４，１３２
１９９７ １，１００ （７．６） － － ４，５８７（３１．８） ６，１８４（４２．８） ２，５６５（１７．８） － １４，４３８
１９９８ １，８４４（１１．３） － － ４，５６７（２８．１） ７，１８７（４４．２） ２，６６５（１６．４） － １６，２６５
１９９９ ２，０５４ （９．７） － － ５，８１１（２７．４） ７，５６８（３５．６） ２，８５１（１３．４） ２，９５４（１３．９） ２１，２４０
２０００ １，８９２ （８．５） － － ６，１７０（２７．８） ７，７１１（３４．７） ３，０４３（１３．７） ３，３８５（１５．２） ２２，２０４
２００１ １，８７９ （７．９） － － ６，６７７（２８．１） ８，０６４（３３．９） ３，２５３（１３．７） ３，９２７（１６．５） ２３，８０１
２００２ １，８１９ （６．６） － － ６，９６７（２５．３） ９，６７６（３５．２） ３，４０６（１２．４） ５，５２５（２０．１） ２７，４８６
２００３ １，７０６ （６．４） － － ６，５１９（２４．６） ８，１０５（３０．６） ３，２３６（１２．２） ６，８０１（２５．７） ２６，４５５
２００４ １，４３３ （４．７） － － ８，１４２（２６．８） １０，７９４（３５．６） ３，５１０（１１．６） ６，３９０（２１．１） ３０，３５４
２００５ １，４１５ （４．５） － － ８，３７４（２６．８） １１，３３８（３６．３） ３，６８８（１１．８） ６，３２８（２０．３） ３１，２２９
２００６ １，３６２ （４．３） ７，６７２ （２４．３） ２２，４１０ （７１．１） － － － － ３１，５３２
２００７ １，３６７ （４．０） ６，０６３ （１７．９） ２６，４４５ （７７．９） － － － － ３３，９６０
２００８ １，７０４ （４．８） ５，４４７ （１５．３） ２８，３５２ （７９．７） － － － － ３５，５８７
２００９ １，６７５ （４．６） ５，０１９ （１３．７） ２９，８６４ （８１．５） － － － － ３６，６４３
２０１０ １，７１０ （３．９） ６，７６３ （１５．６） ３４，８２０ （８０．３） － － － － ４３，３７６
２０１１ １，６６７ （３．６） ５，５６１ （１２．１） ３８，６５７ （８４．１） － － － － ４５，９６８
２０１２ １，６８３ （３．１） ９，８４８ （１８．１） ４２，７４８ （７８．６） － － － － ５４，３６１
２０１３ １，７１３ （２．８） １１，７５７ （１９．０） ４８，１６６ （７８．０） － － － － ６１，７３０
２０１４ １，８２５ （２．９） １１，３６９ （１７．８） ５０，６１３ （７９．２） － － － － ６３，９１４
２０１５ ５，４６０ （７．４） １３，９４７ （１９．０） ５３，８６２ （７３．４） － － － － ７３，３７６
２０１６ ４，５３８ （５．９） １５，９４９ （２０．７） ５６，６３５ （７３．３） － － － － ７７，２２９
２０１７ １，６９６ （２．１） １７，８６９ （２２．２） ６０，８６６ （７５．６） － － － － ８０，５３８
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次に，社会福祉費の内訳の検討に入ろう。

表１０によれば，身体障害者福祉費等の各種障

害者福祉費は，２００６年４月に施行された障害

者自立支援法に基づいて，同年度以降障害者

福祉費と障害者自立支援費に統合された。

では，これらの障害者福祉費の内訳はどの

ようなものか。各種の障害者福祉費が障害者

福祉費と自立支援費に統合される２００６年度と

それ以前の２００５年度に分けて検討してみよう。

表１１が統合される前の２００５年度における身

体障害者，知的障害者，心身障害者，精神障

害者の各福祉費の内訳とその財源である。こ

れら４つの障害者福祉費で最も金額の大きい

のが知的障害者福祉費で１１３億円，以下，身

体障害者福祉費８３億円，精神障害者福祉費６３

億円と続く。さらに詳しくその内容をみると，

身体障害者と知的障害者福祉費については，

施設支援費と居宅支援費，つまり扶助費が圧

倒的な割合を占める。また，身体障害者に対

しては，地下鉄駅のエレベーターの整備費が

総額の１０％を占めている。心身障害者福祉費

では，交通費助成費の割合が大きい。

次に，その財源をみると，身体障害者と知

的障害者，精神障害者の各福祉費には国庫支

出金と市の一般財源がほぼ折半で充当され，

心身障害者福祉費の３／４が一般財源で賄わ

れている。したがって，これらの障害者福祉

費が膨張すれば，市は補助率が決まっている

国庫支出金とともに，市税と地方交付税の双

方を確保する必要に迫られることになる。

ここで留意すべきは，国庫支出金を含んで

市から支出される障害者福祉費は，経費の性

格としては扶助費として計上されるというこ

とである。例えば，知的障害者福祉費１１３億

円のうち９５億９０００円は知的障害者支援費であ

るが，その全額が扶助費であり，身体障害者

福祉費９３億円のうち５３億円が身体障害者支援

費で，それを含んで６６億円が扶助費として支

出されている�。いうまでもなく，これらの

扶助費は義務的経費という性格をもつ。

２００６年度以降は，３つの障害者福祉費が統

合されて障害者福祉費と自立支援費の二本立

てとなる。そのうち，２００６年度の障害者福祉

費の内訳とその財源を示したのが表１２である。

総額７６億円のうち心身障害者と精神障害者の

福祉費が全体の６０％を占め，残りが地下鉄駅

表１１ ２００５年度の各障害者福祉費内訳と財源

（１００万円）

出所：『各会計予算説明書』各年度版

身体障害者措置費 １，２９２ （１５．４）
身体障害者支援費 ５，３１５ （６３．５）

施設支援費 ２，８５１ （３４．０）
居宅支援費 ２，４６３ （２９．４）

身体障害者福祉費 ６７９ （８．１）
施設運営費 ２２０ （２．６）
相談員費 ３９ （０．５）
更生相談所 １０ （０．１）
事業助成費 １０７ （１．３）
その他福祉費 ３０１ （３．６）

視力障害者福祉センター解体費 ３２ （０．４）
福祉のまちづくり推進費 ７７ （０．９）
地下鉄駅エレベーター等設計費 ７２ （０．９）

地下鉄駅エレベーター等整備費 ８８２ （１０．５）
自立更生促進資金貸付金 ３０ （０．４）
さっぽろシュリー運営費貸付金 １２ （０．１）
民間施設改善資金貸付金等 ５２ （０．６）

身体障害者福祉費 計 ８，３７４ （１００．０）
国庫支出金 ３，４２２ （４０．９）
市債 ８５４ （１０．２）

特定財源その他とも計 ４，４３４ （５２．９）
一般財源 ３，９４０ （４７．１）

知的障害者支援費 ９，５９１ （８４．６）
施設支援費 ８，３４０ （７３．６）
居宅支援費 １，２５０ （１１．０）

知的障害者福祉費 ２０１ （１．８）
施設運営費 ９２ （０．８）
事業助成費 ７７ （０．７）
更生相談所費 １３ （０．１）
その他福祉費 １８ （０．２）

知的障害者福祉施設整備費 ７２ （０．６）
自閉症者自立支援センター建設費 １，３６１ （１２．０）
知的障害者職親会特別資金貸付金 １１２ （１．０）

知的障害者福祉費 計 １１，３３８ （１００．０）
国庫支出金 ４，８３５ （４２．６）
市債 ９９４ （８．８）
特定財源その他とも計 ６，４１０ （５６．５）
一般財源 ４，９２８ （４３．５）

特別障害者手当支給費 ７４４ （２０．２）
心身障害者福祉費 ２，９４４ （７９．８）

心身障害者共済費 ４３４ （１１．８）
心身障害者交通費助成費 １，５２６ （４１．４）
その他心身障害者福祉費 ９８３ （２６．７）

心身障害者福祉費 計 ３，６８８ （１００．０）
国庫支出金 ６６９ （１８．１）
特定財源その他とも計 ９１９ （２４．９）
一般財源 ２，７６８ （７５．１）

精神障害者福祉措置費 ４，７５３ （７５．１）
精神障害者福祉費 １，５７５ （２４．９）

精神保健福祉センター運営費 ２６ （０．４）
精神障害者居宅事業費 １４６ （２．３）
精神障害者事業助成費 １，２２９ （１９．４）

その他福祉費 １７２ （２．７）
精神障害者福祉費 計 ６，３２８ （１００．０）

国庫支出金 ２，６８０ （４２．４）
特定財源その他とも計 ２，６８１ （４２．４）
一般財源 ３，６４７ （５７．６）
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のエレベーター等整備費となっている。また

その財源は一般財源が６５％，市債と国庫支出

金が残りの３５％である。

表１３が自立支援費の内訳とその財源である。

同費の推移でまず注目されるのは，総額の対

前年度比であり，２０１３年度まではほとんどの

年度で１０％以上と二桁の伸びを記録している

ことである。翌１４年度からは一桁の伸びにと

どまるが，支援費それ自体の金額が大きいた

めに，例えば当該期に５．１％と最低の対前年

度伸び率となった２０１６年度でも，金額として

は４２億円もの増額となり，同年度の保健福祉

費の対前年度増加額１４９億円（表７・表８）

の２８％に相当する。いかに障害者福祉費の伸

びが大きいかが一目瞭然である。

内訳では，どの年度も医療給付費と介護給

付費で支援費全体の７０％を占め，これらの経

費は，旧制度の支援費を引き継いだものであ

る。またその財源は，一般財源３０％，国庫支

出金５０％，道支出金２０％という負担区分は不

変である。

児童福祉費も当該期に著しく膨張した経費

の一つである。表１４をみると，１９８９年度に１３２

億円であった同費は，３０年間で１０００億円と７．５

倍に膨張した。内訳は総務費と保育所費が合

わせて８０％と圧倒的である。９０年代初頭まで

計上されていた母子寮費，児童手当費等は児

童福祉総合センター費に統合されている。ま

た同費も子ども養成費とともに時代が下るに

つれて先細りになっているので，児童福祉費

は総務費と保育所費，そして同費を継承して

２０１６年度に新設された子ども子育て支援費の

２本立てになる。そのうち保育所費の内訳と

財源を示したのが表１５である。

同表によると，保育所の運営費として私立

保育所運営費が７０％と大部分を占めている。

この経費は，私立保育所に対する補助金とは

別に計上され，保育士等の人件費に対する扶

助費である�。またその財源は，国庫補助金

等の特定財源と市の一般財源がほぼ半々であ

る。

表１６が総務費と２０１５年度から保育所費を継

承した子ども・子育て支援費の内訳とその財

源である。ます総務費は，児童手当と児童扶

養手当が大部分でそのほとんどを国庫支出金

表１３ 障害者自立支援費の内訳と財源（２００６～２０１７年度） （１００万円）

出所：『各会計予算説明書』各年度版

表１２ 障害者福祉費の内訳と財源（２００６年度）

（１００万円）

出所：『各会計予算説明書』各年度版。

身体障害者福祉費 ５０４ （６．６）
福祉のまちづくり推進費 ７９ （１．０）
地下鉄駅エレベーター等整備費 １，０１２ （１３．２）
知的障害者福祉費 １４０ （１．８）
心身障害者福祉費 ３，２４３ （４２．３）
精神障害者福祉費 １，４２０ （１８．５）
児童障害福祉関連事業費 １８０ （２．３）
障害者福祉費その他とも計 ７，６７２ （１００．０）

国庫支出金 １，０３５ （１３．５）
市債 ９９６ （１３．０）

特定財源その他とも計 ２，７１０ （３５．３）
一般財源 ４，９６１ （６４．７）

２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７
自立支援医療給付費 ４，８１７（２２．７） ６，６８３（２５．３） ７，３７１（２６．０） ７，７１４（２５．８） ８，８６４（２５．５） １０，０５０（２６．０） １０，９８３（２５．７） １１，６４６（２４．２） １１，８７４（２３．５） １２，８１７ （２３．８） １３，４０３ （２３．７） １３，７３３（２２．６）
障害者福祉サービス費 ８，６５０（４０．７） １５，６５０（５９．２） １７，１０５（６０．３） １８，５１５（６２．０） ２２，１５９（６３．６） ２４，８５４（６４．３） ２８，１８６（６５．９） ３２，９７５（６８．５） ３５，３９３（６９．９） ３７，９３１ （７０．４） ３９，８１０ （７０．３） ４３，６５９（７１．７）
介護給付費 ７，１６４（３３．７） １２，８４０（４８．６） １３，６６５（４８．２） １４，８５８（４９．８） １７，３７２（４９．９） １８，９０７（４８．９） ２１，２５５（４９．７） ２３，０６３（４７．９） ２１，２３３（４２．０） ２１，９４７ （４０．７） ２３，３９２ （４１．３） ２５，１８９（４１．４）

地域生活支援事業費 １，２７４ （６．０） ３，０１２（１１．４） ２，７７０ （９．８） ２，５９９ （８．７） ２，８６４ （８．２） ２，８１９ （７．３） ２，７８５ （６．５） ２，６９４ （５．６） ２，６４４ （５．２） ２，５９６ （４．８） ２，８０２ （４．９） ２，８６５ （４．７）
補装具給付費 ４７６ （２．２） ６８１ （２．６） ６１３ （２．２） ６０７ （２．０） ５８４ （１．７） ６７０ （１．７） ６２１ （１．５） ７１０ （１．５） ５６４ （１．１） ３８４ （０．７） ５０８ （０．９） ５１０ （０．８）
旧障害者支援費 ７，１９２（３３．８） － － － － － － － － － － －
旧法施設等運営費 － ４１７ （１．６） ４９１ （１．７） ４２７ （１．４） ３４７ （１．０） ２６２ （０．７） １７１ （０．４） １３９ （０．３） １３６ （０．３） １３２ （０．２） １１０ （０．２） ９７ （０．２）

計 ２１，２４９（１００．０） ２６，４４５（１００．０） ２８，３５２（１００．０） ２９，８６４（１００．０） ３４，８２０（１００．０） ３８，６５７（１００．０） ４２，７４８（１００．０） ４８，１６６（１００．０） ５０，６１３（１００．０） ５３，８６２（１００．０） ５６，６３５（１００．０） ６０，８６６（１００．０）
一般財源 １０，１０３（４７．５） ９，３２９（３５．３） ９，８９７（３４．９） ９，９８５（３３．４） １１，８８９（３４．１） １２，８０５（３３．１） １３，８１８（３２．３） １５，１３３（３１．４） １５，７８２（３１．２） １６，７８２ （３１．２） １７，６２４ （３１．１） １８，８２３（３０．９）
国庫支出金 ７，８８４（３７．１） １２，０１７（４５．４） １３，０５９（４６．１） １３，９９７（４６．９） １６，０７４（４６．２） １８，２４６（４７．２） ２０，４８５（４７．９） ２３，３６５（４８．５） ２４，５３７（４８．５） ２６，１９９ （４８．６） ２７，４８８ （４８．５） ２９，５４９（４８．５）
道支出金 ３，０７８（１４．５） ５，０９６（１９．３） ５，３９３（１９．０） ５，８８１（１９．７） ６，８５６（１９．７） ７，６０５（１９．７） ８，４４３（１９．８） ９，６６８（２０．１） １０，２９２（２０．３） １０，９３４ （２０．３） １１，５２３ （２０．３） １２，４９３（２０．５）

特定財源その他とも計 １１，１４５（５２．４） １７，１１６（６４．７） １８，４５４（６５．１） １９，８７９（６６．６） ２２，９３１（６５．９） ２５，８５１（６６．９） ２８，９２９（６７．７） ３３，０３３（６８．６） ３４，８３０（６８．８） ３７，１３３ （６８．９） ３９，０１１ （６８．９） ４２，０４２（６９．１）
計 ２１，２４９（１００．０） ２６，４４５（１００．０） ２８，３５２（１００．０） ２９，８６４（１００．０） ３４，８２０（１００．０） ３８，６５７（１００．０） ４２，７４８（１００．０） ４８，１６６（１００．０） ５０，６１３（１００．０） ５３，８６２（１００．０） ５６，６０５ （９９．９） ６０，８６６（１００．０）

対前年度比 － ２４．５ ７．２ ５．３ １６．６ １１．０ １０．６ １２．７ ５．１ ６．４ ５．１ ７．５
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が賄っている形である。子育て支援費は，施

設型給付費が７０％を占めるが，これは国庫支

出金よりも一般財源の方が多い。施設型給付

費とは，表１４の運営費と同様，私立保育所に

対する扶助金である�。

次に老人福祉費の内訳と推移を示したのが

表１７である。同費は１９９９年度には２６４億円を

計上していたが，時代が下るにつれて漸減

し，２０１７年度には９１億円にまで落ち込んだ。

先の表８でも，保健福祉費において障害者福

祉費・児童福祉費・生活保護費のウェイトは

増加しているのに対して，老人福祉費のみが

そのウェイトを下げていた。また老人福祉費

の保健福祉費全体での増減寄与度はほとんど

ゼロであることはすでに指摘したとおりであ

る（表９）。

老人福祉費は総務費と施設費に二分され，

総務費は総括費と在宅高齢者保健対策費，財

団法人・札幌市福祉サービス協会への貸付金

からなる。

このうち，圧倒的なウェイトを持つのが，

総括費のうちの敬老福祉乗車証（いわゆる敬

老パス）の交付費と２００５年から予算計上され

た同費の基金造成費である。すなわち，同費

は２００２年度から老人福祉費総額の３０％を超

え，２００５年度には基金造成費が計上されたこ

とでこの両者で６０％に達している。しかもこ

表１４ 児童福祉費（子ども福祉費）内訳 （１００万円）

出所：『各会計予算説明書』各年度版
（備考）児童福祉総合センター費は２００３年度までは児童相談所費

児童福祉費は，２０１２年度以降「子ども福祉費」に名称変更
子ども育成費は，２０１１年度までは「少年育成費」

表１５ ２０１２～２０１４年度の保育所費と財源
（１００万円）

出所：『各会計予算説明書』各年度版

総務費 保育所費 子ども・子育て支援費 児童福祉総合センター費 子ども育成費 児童障害福祉費 母子寮費 児童手当費 精神薄弱児施設費 肢体不自由児療育施設費 特別奨学費 整備・促進費 計
１９８８ ３，１３６（２３．６） ７，６４１（５７．６） － ６８ （０．５） － － １６１（１．２） １，６３１（１２．３） ２２ （０．２） １１４ （０．９） １６（０．１） ４７３（３．６） １３，２６８
１９８９ ３，３３４（２４．６） ７，８５１（５７．９） － ７３ （０．５） － － １６２（１．２） １，６３８（１２．１） ２３ （０．２） １１５ （０．８） １８（０．１） ３３０（２．４） １３，５５０
１９９０ ３，６１２（２５．０） ８，４２７（５８．４） － ８２ （０．６） － － １７６（１．２） １，６２１（１１．２） ３１ （０．２） １２０ （０．８） １９（０．１） ３２４（２．２） １４，４２７
１９９１ ４，１２３（２６．８） ９，２３０（６０．０） － ９１ （０．６） － － １８１（１．２） １，５５７（１０．１） ３２ （０．２） １２４ （０．８） ２１（０．１） ３（０．０） １５，３７４
１９９２ ３，３３４（１７．６）１０，００８（５２．７） － ５，１４０ （２７．１） － ４９６ （２．６） － － － － － － １８，９７９
１９９３ ２，８０９（１４．０）１０，４０５（５１．９） － ６，５３９ （３２．６） － ２８４ （１．４） － － － － － － ２０，０３８
１９９４ ２，４９０（１３．５）１１，２５２（６１．０） － ４，２１４ （２２．８） － ２０２ （１．１） － － － － － － １８，４６０
１９９５ ２，４３２（１３．１）１１，２０９（６０．６） － ４，６５３ （２５．２） － ２０４ （１．１） － － － － － － １８，４９９
１９９６ ２，３１０（１２．０）１２，１１４（６２．８） － ４，６５５ （２４．１） － ２１４ （１．１） － － － － － － １９，２９５
１９９７ ２，４３７（１２．２）１２，５９５（６３．１） － ４，７１１ （２３．６） － ２３９ （１．２） － － － － － － １９，９６４
１９９８ ２，４２５ （９．９）１３，５３１（５５．２） － ４，６７８ （１９．１） － １，３０５ （５．３） － － － － － － ２４，５２６
１９９９ ２，４７６ （９．４）１４，４７８（５４．９） － ５，０４７ （１９．１） ２，５７０ （９．８） １，７８３ （６．８） － － － － － － ２６，３５７
２０００ ４，０６０（１４．３）１６，０８０（５６．５） － ４，８９９ （１７．２） ３，１２６（１１．０） ３０１ （１．１） － － － － － － ２８，４６８
２００１ ５，７５０（１９．７）１５，０６５（５１．６） － ４，８４１ （１６．６） ３，１８９（１０．９） ３２１ （１．１） － － － － － － ２９，１６８
２００２ ８，８７６（２７．１）１５，２８４（４６．６） － ５，０１６ （１５．３） ３，３２４（１０．１） ３０４ （０．９） － － － － － － ３２，８０６
２００３ １４，６３５（３７．３）１６，３００（４１．６） － ４，５４６ （１１．６） ３，３１６ （８．５） ４１３ （１．１） － － － － － － ３９，２１０
２００４ １７，４７９（４０．１）１７，３９５（３９．９） － ４，６５１ （１０．７） ３，３６５ （７．７） ７１０ （１．６） － － － － － － ４３，６０３
２００５ １７，７３６（３９．３）１８，０２７（３９．９） － ４，８６６ （１０．８） ３，５４８ （７．９） ９１７ （２．０） － － － － － － ４５，１４６
２００６ ２１，２４９（４５．０）１７，８４０（３７．８） － ４，７５７ （１０．１） ３，４０９ （７．２） － － － － － － － ４７，２５７
２００７ ２２，８４９（４６．７）１８，２５４（３７．３） － ４，３３２ （８．８） ３，５２７ （７．２） － － － － － － － ４８，９６４
２００８ ２２，３４９（４５．８）１９，０９９（３９．１） － ４，６１７ （９．５） ３，７５１ （７．７） － － － － － － － ４８，８１８
２００９ ２２，４９７（４３．９）２０，０８０（３９．２） － ４，８８９ （９．５） ３，７９２ （７．４） － － － － － － － ５１，２６０
２０１０ ４０，１６５（５５．５）２３，４１０（３２．３） － ５，０４４ （７．０） ３，８０２ （５．２） － － － － － － － ７２，４２２
２０１１ ４６，８９０（５８．０）２４，７４８（３０．６） － ５，２５４ （６．５） ３，９２９ （４．９） － － － － － － － ８０，８２３
２０１２ ４１，９８８（５５．５）２５，３５６（３３．５） － ３，８０９ （５．０） ４，５４０ （６．０） － － － － － － － ７５，６９４
２０１３ ４１，７２１（５３．５）２８，１１２（３６．０） － ３，５７９ （４．６） ４，５８１ （５．９） － － － － － － － ７７，９９６
２０１４ ４２，７８８（５２．６）２９，６７１（３６．５） － ３，８１１ （４．７） ５，０４６ （６．２） － － － － － － － ８１，３１７
２０１５ ３８，０８３（４４．６） － ３７，５７６ （４４．０） ４，２３２ （５．０） ５，４１５ （６．３） － － － － － － － ８５，３０８
２０１６ ３７，５１３（３９．５） － ４７，１８２ （４９．６） ４，３７２ （４．６） ６，０１６ （６．３） － － － － － － － ９５，０８４
２０１７ ３７，６８３（３７．６） － ５１，３３８ （５１．２） ４，６２６ （４．６） ６，５７２ （６．６） － － － － － － － １００，２２１

２０１２ ２０１３ ２０１４
保育所運営費 ２３，４９６（９２．７）２５，１５６（８９．５）２７，６５４（９３．２）

公立保育所運営費 ７７６（３．１） ８０３（２．９） ７８３（２．６）
私立保育所運営費 １８，９０２（７４．５）２０，１１６（７１．６）２１，５８５（７２．７）
私立保育所運営費等補助金 １，９３７（７．６）２，０２１（７．２）２，５７２（８．７）
保育事業費 １，５７２（６．２）１，８９９（６．８）２，３３６（７．９）
区子育て支援センター運営費 ３０７（１．２） ３１４（１．１） ３７５（１．３）

保育所整備費 １，８５９（７．３）２，９５６（１０．５）２，０１７（６．８）
保育所費 計 ２５，３５６（１００．０）２８，１１２（１００．０）２９，６７１（１００．０）

国庫支出金 ６，８５３（２７．０）７，３５０（２６．１）８，１４３（２７．４）
分担金及負担金 ５，０６９（２０．０）５，２８０（１８．８）５，４５６（１８．４）
道支出金 １，６７２（６．６）２，６７５（９．５）１，９５２（６．６）

特定財源その他とも計 １４，０１８（５５．３）１５，８６７（５６．４）１５，９７９（５３．９）
一般財源 １１，３３７（４４．７）１２，２４５（４３．６）１３，６９１（４６．１）
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の敬老パス交付費は，年を追うごとに増え続

け，他の経費が軒並み減少しているのと対照

的である。

ところで，この福祉パスの財源は，いうま

でもなく市の一般財源でその税源は市税であ

る。例えば，２０１７年度の敬老パスの乗車事業

費は表１６によれば５３億７９００万円であり，その

負担区分は，交通事業者が２０％，利用者が１０

～２４．３％，残りの５５～７０％が市の税負担となっ

ている。また２０１６年度における交付対象者

（７０歳以上）は３１万１０００人，交付者は２３万人

で交付率は７３．６％である。さらにパスの申請

額は１～２万円が全体の５０％であるが，７万

円の申請者が１３％もいて利用額の二極化が進

んでいる�。

敬老パス交付費以外の総括費では，１９９９年

度には約６０億円が計上され，その翌年には３０

億円に半減しつつも，２００５年度には９億６６００

万円の予算が組まれている在宅老人福祉事業

費及び老人福祉事業費以外は金額的にはほと

んど見るべきものがない。

そのうち，２００５年度の在宅老人福祉事業費

９億６６００万円の内訳は，在宅介護支援センター

７４か所の運営事業費５億９７００万円，寝たきり

老人等への諸サービス（おむつ・入浴・寝具

洗濯・訪問理容等）１億７１００万円（そのうち

おむつサービスで１億６４００万円），福祉サー

ビス協会への補助金１億７５００万円，生活支援

型ホームヘルプサービス事業費１０００万円等で

ある�。

在宅老人福祉事業費はその後も減少を続け，

そのウェイトが皆無に等しくなった２０１７年度

の在宅老人福祉事業費１２００万円の内訳は，認

知症支援事業費９４０万円，在宅老人福祉事業

費１９０万円，生活支援型ショートステイ事業

費６７万円，認知症家族の孤立防止事業費２９万

円で，認知症高齢者とその家族に対する支援

事業が大部分である�。

同じく２０１７年度の老人福祉事業費１億５３００

万円（表１６）には，老人クラブ活動費補助金

表１６ 児童福祉総務費・子育て支援費の内訳と財源 （１００万円 ％）

出所：『各会計予算説明書』各年度版

２０１５ ２０１６ ２０１７
児童福祉事業総括費 ８０４ （２．１） ８７４ （２．３） ８４７ （２．２）
助産施設費 １０６ （０．３） １１２ （０．３） １００ （０．３）
母子生活施設運営費 ３２２ （０．８） ３３８ （０．９） ４１２ （１．１）
災害遺児手当支給費 ７ （０．０） ６ （０．０） ５ （０．０）
助産施設・母子生活支援施設運営費等補助金 １２ （０．０） １２ （０．０） １１ （０．０）
児童福祉事業費 ３５３ （０．９） ４０１ （１．１） ３４１ （０．９）
災害遺児基金造成費 ３ （０．０） ３ （０．０） ３ （０．０）

特別奨学金支給費 １６ （０．０） １６ （０．０） １７ （０．０）
児童手当支給費 ２７，０５５ （７１．０） ２６，８３４ （７１．５） ２６，７３３ （７０．９）
児童扶養手当支給費 １０，２０７ （２６．８） ９，７８７ （２６．１） １０，０８６ （２６．８）

総務費 計 ３８，０８３ （１００．０） ３７，５１３ （１００．０） ３７，６８３ （１００．０）
国庫支出金 ２２，５９７ （５９．３） ２２，３５３ （５９．６） ２２，３８４ （５９．４）
道支出金 ４，０８０ （１０．７） ４，０４２ （１０．８） ４，０２０ （１０．７）
一般財源 １１，３０１ （２９．７） １１，０３９ （２９．４） １１，１９４ （２９．７）

施設運営費 ３２，７５１ （８７．２） ４０，４２４ （８５．７） ４４，１８０ （８６．１）
公立施設運営費 １，３２４ （３．５） １，３７０ （２．９） １，４０４ （２．７）
施設型給付費 ２６，２８３ （６９．９） ３４，０８９ （７２．３） ３７，７４７ （７３．５）
私立施設補助金 ５，００７ （１３．３） ４，８０５ （１０．２） ４，８６８ （９．５）
私立幼稚園貸付金 ４０ （０．１） ４０ （０．１） ４０ （０．１）
施設運営総務費 ９５ （０．３） １１９ （０．３） １２１ （０．２）

施設整備費 １，９８６ （５．３） ２，９９８ （６．４） ３，０２５ （５．９）
地域型保育給付費 １，６３６ （４．４） ２，３８９ （５．１） ２，８９１ （５．６）
地域子ども子育て支援事業費 １，２０２ （３．２） １，３６９ （２．９） １，２４１ （２．４）

子ども・子育て支援費 計 ３７，５７６ （１００．０） ４７，１８２ （１００．０） ５１，３３８ （１００．０）
国庫支出金 ９，７６９ （２６．０） １５，１００ （３２．０） １６，８５０ （３２．８）
道支出金 ６，６００ （１７．６） ７，２３１ （１５．３） ８，３３７ （１６．２）
分担金及負担金 ５，０７０ （１３．５） ５，４５９ （１１．６） ４，７９８ （９．３）
使用料及び手数料 ２，０２８ （５．４） ２，４４５ （５．２） ２，５１８ （４．９）
一般財源 １３，３１６ （３５．４） １５，７５５ （３３．４） １８，０８６ （３５．２）
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４５００万円，お年寄り憩いの家運営費補助金２２００

万円，さっぽろシニア大学運営事業費６４０万

円，介護職員人材定着事業費５９０万円，介護

人材確保促進事業費５００万円等が充当されて

いる。

同じく表１７で，施設費には老人福祉措置費

と施設運営費がある。このうち措置費は２０００

年度以降大きく減少し，前年度の１０分の１に

落ち込んである。福祉施設の運営費では，軽

費老人ホームと休養ホーム，福祉センター運

営管理費が継続的に予算計上されている。こ

れらの３施設のうち，最も予算額が大きいの

が軽費老人ホームで，その運営費は老人福祉

費総額の１０％を占める。

同表下段の施設整備費とは，例えば２０１７年

度を例に挙げると，総額１１億７８００万円の内訳

は，特別養護老人ホーム新築費補助金５億９２００

万円，認知症高齢者グループホーム開設準備

経費補助金１億１８００万円等である。

結局，札幌市における老人福祉費の主な使

途は，敬老福祉パス事業費と各種の老人福祉

施設の運営費と建設，改築費ということにな

る。

２０００年度に大きく減額された在宅老人福祉

事業費や老人福祉施設措置費を肩代わりした

のが同年成立した介護保険特別会計である。

表１８にあるとおり，同特別会計の収支は比較

的良好で，２００９～１４年度は少額であるが，そ

れ以外の年度は１０億以上の収入超過であり，

超過分は財政調整基金（市の貯金）に繰り入

れられて特別会計や企業会計の赤字補填に活

用される。

表１９が２０１７年度の同特別会計の歳出科目で

ある。保険給付費のうちの介護・介護予防サー

ビス費が総額の約９０％とほとんどを占め，毎

年度１１００億円が民間の介護サービス業に支払

われていることになる。

続いて生活保護費の検討に移ろう。表２０が

生活保護費の受給者世帯世帯と人員，及び生

活保護扶助費と生活困窮者福祉事業費を合わ

せた生活保護費総額の推移，そして生活扶助

費の内訳である。

まず，受給者世帯と人員は，極めて景気感

応的であり，経済成長率が高かった１９９２年度

まで受給者世帯と人員は対前年度比で減少を

続けている。しかし市経済がマイナス成長と

表１７ 老人福祉費の内訳 （１００万円 ％）

出所：『各会計予算説明書』各年度版

１９９９ ２０００ ２００２ ２００４ ２００５ ２００６ ２００８ ２０１０ ２０１２ ２０１４ ２０１６ ２０１７
老人福祉事業総括費 １０，１７１（３８．５）６，３８２（５５．１）５，５９１（５２．８）５，３９７（５２．９）６，９９３（６２．１）６，１２１（６１．４）５，８１７（６３．３）６，２９６（６３．４）６，５１５（６８．６）６，４６３（６７．２）５，９４１（６５．１）５，６４３（６１．５）
相談員費 ５３（０．２） ３６（０．３） ３１（０．３） ２４（０．２） １９（０．２） １８（０．２） ６（０．１） ６（０．１） ６（０．１） ６（０．１） ６（０．１） ６（０．１）
敬老福祉乗車証交付事業費 ２，７１７（１０．３）２，９６１（２５．５）３，３４５（３１．６）３，７４５（３６．７）４，３３３（３８．５）４，３７８（４３．９）４，１６３（４５．３）４，５８１（４６．２）４，６７６（４９．２）４，７８０（４９．７）５，６７０（６２．２）５，３７９（５８．６）
敬老優待乗車証基金造成費 － － － － １，０２８（９．１）１，０６６（１０．７）１，０５９（１１．５）１，３２０（１３．３）１，３８９（１４．６）１，４２９（１４．９） － －
在宅老人福祉事業費 ５，９５０（２２．５）２，４１５（２０．８）１，５１４（１４．３）１，０１２（９．９） ９６６（８．６） １７７（１．８） ２９０（３．２） ４７（０．５） ４１（０．４） １３（０．１） １２（０．１） １２（０．１）
老人福祉事業費 ４３７（１．７） ４３７（３．８） ３５６（３．４） ４５４（４．５） ４７７（４．２） ２８３（２．８） ２９０（３．２） ２５５（２．６） ３１９（３．４） １５０（１．６） １６０（１．８） １５３（１．７）
同助成費 １０２（０．４） ９９（０．９） ８５（０．８） ８７（０．９） ８７（０．８） ８７（０．９） ８２（０．９） ４８（０．５） ４３（０．５） ４３（０．４） ４８（０．５） ４７（０．５）
介護保険関連事業費 ８９９（３．４） ４３２（３．７） １３５（１．３） ７４（０．７） ８０（０．７） １０９（１．１） ７６（０．８） ３５（０．４） ３９（０．４） ３９（０．４） ４２（０．５） ４３（０．５）

在宅高齢者保健対策費 ２９２（１．１） ２２８（２．０） ２０１（１．９） １８６（１．８） １８３（１．６） ２３（０．２） １５（０．２） ９（０．１） ７（０．１） ７（０．１） ７（０．１） ７（０．１）
（財）在宅福祉サービス協会貸付金 ３６９（３．６） ３５０（３．１） ３００（３．０） ２００（２．２） １００（１．０） － － － －

総務費 計 １０，４６４（３９．６）６，６１１（５７．０）５，７９３（５４．７）５，９５３（５８．４）７，５２６（６６．９）６，４４５（６４．７）６，０３２（６５．６）６，４０５（６４．５）６，５９１（６９．４）６，４７０（６７．３）５，９４８（６５．２）５，６５０（６１．６）
老人福祉施設措置費 １０，０１６（３７．９） ９０１（７．８）１，１７０（１１．０）１，０７１（１０．５）１，０４６（９．３）１，０６０（１０．６）１，０２９（１１．２） ９２０（９．３） ９００（９．５） ８８３（９．２） ８５２（９．３） ８７８（９．６）
老人福祉施設運営費 ２，３４５（８．９）２，０２２（１７．４）２，０８１（１９．６）２，０８８（２０．５）１，９１６（１７．０）１，６７３（１６．８）１，６５７（１８．０）１，５０８（１５．２）１，４７７（１５．６）１，５３８（１６．０）１，４６８（１６．１）１，４６５（１６．０）
軽費老人ホーム運営管理助成費 ８４３（３．２） ８８５（７．６） ９０７（８．６） ９１９（９．０） ９１１（８．１） ９０４（９．１） ８９２（９．７） ９０６（９．１） ９００（９．５） ９３８（９．８） ９０１（９．９） ９０１（９．８）
老人休養ホーム運営管理費 １８５（０．７） １８５（１．６） １７８（１．７） １９７（１．９） ２０３（１．８） １９０（１．９） １９０（２．１） ９１（０．９） ９１（１．０） ８８（０．９） ８２（０．９） ８４（０．９）
老人福祉センター運営管理費 ４８４（１．８） ４８５（４．２） ４８７（４．６） ４７９（４．７） ４６６（４．１） ４４０（４．４） ４４５（４．８） ３９４（４．０） ４０７（４．３） ４２６（４．４） ４２０（４．６） ４１７（４．５）
養護老人ホーム運営管理費 １３９（０．５） １３８（１．２） １３９（１．３） １３７（１．３） １３９（１．２）
特別養護老人ホーム関係費 ３６４（１．４） １（０．０）
高齢者生活福祉センター運営管理費 １５（０．１）
生活支援ハウス運営費 （０．０） （０．０） ５３（０．５） ５４（０．５） ５２（０．５） ５２（０．５） ５４（０．６） ５４（０．５） ５４（０．６） ５６（０．６） ５６（０．６） ５６（０．６）
老人福祉施設助成費 ３２８（１．２） ３０９（２．７） ３１４（３．０） ２９９（２．９） １４５（１．３） ８４（０．８） ７４（０．８） ６１（０．６） ２３（０．２） １３（０．１） ７（０．１） ５（０．１）

老人福祉施設整備費 ３，６０４（１３．６）２，０５６（１７．７）１，５５１（１４．６）１，０８１（１０．６） ７６８（６．８） ７８８（７．９） ４７０（５．１）１，０９１（１１．０） ５２８（５．６） ７２８（７．６） ８４８（９．３）１，１７８（１２．８）
施設費 計 １５，９６７（６０．４）４，９８０（４３．０）４，８０２（４５．３）４，２４１（４１．６）３，７３２（３３．１）３，５２１（３５．３）３，１５６（３４．３）３，５２１（３５．５）２，９０６（３０．６）３，１４９（３２．７）３，１７２（３４．８）３，５２８（３８．４）

老人福祉費 計 ２６，４３１（１００．０）１１，５９２（１００．０）１０，５９５（１００．０）１０，１９４（１００．０）１１，２５８（１００．０）９，９６６（１００．０）９，１８９（１００．０）９，９２６（１００．０）９，４９７（１００．０）９，６２０（１００．０）９，１２０（１００．０）９，１７９（１００．０）
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なった１９９６年度以降２００４年度までは世帯と人

員とも高い伸び率を記録し，その後は落ち着

いたかに見えたが，リーマンショック後の２００９

年度から２０１２年度にかけて急伸し，その後は

頭打ちになる。

ところが，生活扶助費の総額はこれらと違っ

た動きをしている。すなわち，バブル経済最

中の１９９０年度の保護費は対前年度比で１０％も

の増加を示している一方で，９７年度のように，

市経済が落ち込んで保護世帯や人員が増加し

ているにもかかわらず保護費は前年度を下回っ

ている。とはいえ，保護費の総額は多少の例

外はあるが２０１３年度までは一貫して上昇し，

特にリーマンショックによる経済の低迷から

か，２００９年度からの増加は顕著である。

保護費の大部分は扶助費であり，この動き

をみれば市経済の動向と生活保護費，つまり

扶助費の関係が判明する。まず，扶助費の内

訳と各項目のウェイトをみると，医療扶助が

５０％弱と最も多く，次に生活費を現金支給す

る生活扶助費が３５％強，住宅扶助が１５％であ

り，このウェイトは当該期にはほとんど不変

である。また扶助費の総額も保護費の総額と

同じ推移を示すので，扶助費総額の伸びは，

これら３費目が同程度に寄与しているという

ことができる。ただ，生活扶助費の２００９年度

からの急伸は，リーマンショック後に低所得

者層の生活困難が加速したとみることができ

よう。その他，介護扶助費は金額的には僅少

であるが。徐々にそのウェイトを高めている

のも注目に値する。また，きわめて少額では

あるが，２０１４年度から登場する就労自立支援

金の計上も生活保護費の削減にどの程度の効

果があるのかが今後注目される。

最後に，表２１によって健康衛生費の内訳を

検討する。同費は，１９９８年度まで衛生費とし

て独立していたが，翌９９年度から保健衛生費

として保健福祉費に組み込まれ，２００３年度か

表１８ 介護保険特別会計収支 （１００万円）

出所：『札幌市財政統計』２０１７年，２１頁。

表１９ 介護保険会計歳出 （１００万円 ％）

出所：「札幌市の高齢者保健福祉」平成２８年度版。（札幌市公文書館所蔵）

歳入 歳出 収入超過額
（基金繰入額）

２００５ ７９，４９１ ７８，８７３ ６１８
２００６ ８２，８１５ ８１，１４１ １，６７４
２００７ ８７，４９６ ８５，８１０ １，６８６
２００８ ８９，１８２ ８７，７０４ １，４７８
２００９ ９４，１３６ ９３，８９７ ２３９
２０１０ ９８，９５５ ９８，５６１ ３９４
２０１１ １０２，９５７ １０２，９４９ ８
２０１２ １０８，３１９ １０８，２９０ ２９
２０１３ １１４，６８５ １１４，４０７ ２７８
２０１４ １２１，２８９ １２１，２５６ ３３
２０１５ １２７，０２２ １２５，９０７ １，１１５

２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６
保険給付費 １０４，１０９ （９５．３） １１０，４８２ （９５．７） １１８，８５２ （９５．９） １２５，７２９ （９５．４） １２６，３７９ （９５．４）

介護・介護予防サービス費 ９６，７２６ （８８．６） １０２，９８２ （８９．２） １１０，８５７ （８９．４） １１７，６５９ （８９．２） １１８，１５０ （８９．１）
特定入所者介護サービス等費 ３，５３３ （３．２） ３，８４２ （３．３） ４，１４５ （３．３） ４，０９９ （３．１） ４，０５５ （３．１）
高額サービス費 ２，６４３ （２．４） ２，３５６ （２．０） ２，４０４ （１．９） ２，５７９ （２．０） ２，７８９ （２．１）
住宅改修費 ５２１ （０．５） ５５０ （０．５） ６４７ （０．５） ６２１ （０．５） ５６７ （０．４）
高額医療合算サービス費 ３６６ （０．３） ３２９ （０．３） ４０１ （０．３） ４０４ （０．３） ４５９ （０．３）
福祉用具購入費 １８７ （０．２） ２８１ （０．２） ２４３ （０．２） １９７ （０．１） １８６ （０．１）
審査支払手数料 １１６ （０．１） １２４ （０．１） １３７ （０．１） １５１ （０．１） １５２ （０．１）
特例サービス費 １４ （０．０） １５ （０．０） １４ （０．０） １５ （０．０） １６ （０．０）

地域支援事業費 １，７５８ （１．６） １，８９９ （１．６） １，９６３ （１．６） ２，０６６ （１．６） ２，２３９ （１．７）
地域包括支援センター ９０５ （０．８） １，０２０ （０．９） １，０５１ （０．８） １，１０２ （０．８） １，１５６ （０．９）
介護予防センター ３４３ （０．３） ３４３ （０．３） ３４４ （０．３） ３４５ （０．３） ３４７ （０．３）
おむつサービス ２５４ （０．２） ２５１ （０．２） ２６６ （０．２） ２７４ （０．２） ３１０ （０．２）
配食サービス １３２ （０．１） １３３ （０．１） １２４ （０．１） １１６ （０．１） １３０ （０．１）
安心コール事業 － ２１ （０．０） ４９ （０．０） ７６ （０．１） ７９ （０．１）
通所型介護予防事業 ４１ （０．０） ４３ （０．０） ３７ （０．０） ３７ （０．０） ３８ （０．０）
訪問型介護予防事業 ２６ （０．０） ２１ （０．０） １７ （０．０） １６ （０．０） １４ （０．０）
介護サポートポイント事業 － ９ （０．０） １２ （０．０） １２ （０．０） １２ （０．０）
成年後見制度利用支援事業 ２ （０．０） ４ （０．０） ４ （０．０） ７ （０．０） ９ （０．０）
高齢者健康入浴推進事業 ５ （０．０） ５ （０．０） ６ （０．０） ６ （０．０） ６ （０．０）
高齢者口腔ケア研修事業 ３ （０．０） ３ （０．０） ３ （０．０） ３ （０．０） ３ （０．０）
生活支援型ショートステイ ０ （０．０） ０ （０．０） ０ （０．０） ０ （０．０） －

介護保険特別会計その他とも計 １０９，２０８ （１００．０） １１５，４６７ （１００．０） １２３，９６１ （１００．０） １３１，８３８ （１００．０） １３２，５４０ （１００．０）
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ら健康衛生費に名称が変わっている。

内訳をみると，後期高齢者事業費が全体の

約半額を占め，医療助成費と予防衛生費がそ

れに続く。さらに同表の２０１７年度の総務費１８４９

百万円，予防衛生費９７億９００万円，生活衛生

費１７億６６００万円の内訳を同年度の『予算説明

書』によって調べると，総務費には夜間急病

センター運営管理費８億７３００万円と救急医療

対策費６億３００万円が，予防衛生費には，感染

症予防費４５億７７００万円，母子健康対策費２６億

３３００万円，健康増進対策費１３億１６００万円，生

活衛生費には火葬場運営管理費１２億９３００万円

がそれぞれ含まれる。

また２０１７年度の医療助成費１０１億３７００万円

のうち事務費を除いた助成費は９２億６７００万円

であり，その全額が扶助費として計上されて

いる。後期高齢者事業費２１７億４８００万円のう

ち健康診断費３億４００万円を除いた２１４億４４００

万円が療養給付負担金であり，全額が一般財

源で賄われている�。

結局，札幌市財政の保健福祉費においては，

生活扶助費をはじめ，障害者介護給付費，児

童手当等，経費の性質としては扶助費の支出

額が極めて大きい。リーマンショック後，こ

うした扶助費が一般会計全体でどのようなウェ

イトを占めているかを見たのが表２２である。

人件費，公債費，補助費が軒並みそのウェイ

トを落としているのに対して，扶助費はその

ウェイトが他項目と比較して極めて高く，し

かも一貫して上昇を続けている。反対に当初

そのウェイトが扶助費に次いで高かった人件

費は，２０１７年度を除いて下がり続け，市財政

は人件費を抑制扶助費を捻出していることに

なる。さらに表２３は扶助費を生活保護，児童

表２０ 生活保護費内訳 （１００万円 ％）

出所：『各会計予算説明書』各年度版，扶助費の内訳は『局別施策の概要』各年度版。（札幌市公文書館所蔵）
（備考）
①世帯と人員は『札幌市統計書』各年度版による。２０１０年度以降の単位は月平均。２０１７年度は４月～９月の平均。
②総務費と施設費の他に，１９８８～１９９０年度には，整備費が２４・３０・２６百万円，１９８９～１９９０年度には，「あけぼの荘改築費継続費」が，２２８・５１０百万円計
上されている。
③生活保護扶助費には，表に掲げた各種の扶助費の他に，「その他扶助費」と「事務費」がある。
④世帯・人員・生活保保費の右側は対前年度増減率。

世帯 人員 市経済成長率 生活保護費 生活保護扶助費計 生活扶助費 住宅扶助費 教育扶助費 医療扶助費 介護扶助費 就労自立給付金 生活困窮者福祉事業費
１９８８２２６，８３９ ４１２，１０１ － ４７，１１８ ４６，３４８１６，８３３（３６．３） ５，０２０（１０．８） ４７８（１．０）２３，７６５（５１．３） － － ７１３
１９８９２２７，６８４ ０．４４０８，９３１－０．８ － ４４，４９３－５．６ ４３，５５０１６，５０８（３７．９） ５，２００（１１．９） ４５６（１．０）２１，１１７（４８．５） － － ６５１
１９９０２２４，６１５－１．３４０２，１８６－１．６ － ４８，９６３１０．０ ４７，６９２１６，８１５（３５．３） ５，１４０（１０．８） ４３９（０．９）２５，０１５（５２．５） － － ６９９
１９９１２１９，９８０－２．１３８６，６２５－３．９ ５．０ ４６，０７６－５．９ ４５，２６２１６，２７５（３６．０） ５，１００（１１．３） ４４１（１．０）２３，１５８（５１．２） － － ７１８
１９９２２１６，７９２－１．４３６８，００７－４．８ ２．５ ４７，０３９ ２．１ ４６，１２２１６，０３４（３４．８） ４，９９６（１０．８） ３８８（０．８）２４，３７８（５２．９） － － ８０９
１９９３２２０，１４６ １．５３５２，７０４－４．２ ３．３ ４９，０５４ ４．３ ４７，４３５１６，６０５（３５．０） ４，９８１（１０．５） ３８３（０．８）２５，０９４（５２．９） － － ８６８
１９９４２２６，０８７ ２．７３５８，０４９ １．５ ３．１ ５０，２７１ ２．５ ４９，２９８１７，０５２（３４．６） ５，３４０（１０．８） ３６７（０．７）２６，１６２（５３．１） － － ８５４
１９９５２２９，３９６ １．５３５８，６８６ ０．２ ３．７ ５４，５６６ ８．５ ５３，５９２１８，４８７（３４．５） ５，７９３（１０．８） ３８４（０．７）２８，５３２（５３．２） － － ８５１
１９９６２３３，２９０ １．７３６０，５４０ ０．５ １．７ ５７，０２３ ４．５ ５６，０７１１８，３３６（３２．７） ５，７８１（１０．３） ３６６（０．７）３１，１６８（５５．６） － － ８２３
１９９７２４１，９４０ ３．７３７２，２４０ ３．２ －０．５ ５６，７２３－０．５ ５５，７３０１８，８７３（３３．９） ５，９４８（１０．７） ３６１（０．６）３０，１４１（５４．１） － － ８６３
１９９８２５８，１１９ ６．７３９７，７０５ ６．８ －０．４ ６０，１７１ ６．１ ５９，１６９２０，２０５（３４．１） ６，３０１（１０．６） ３８４（０．６）３１，８４０（５３．８） － － ８６８
１９９９２７６，７２１ ７．２４２７，８０６ ７．６ －０．２ ６５，６１８ ９．１ ６４，０６４２３，１８５（３６．２） ６，５３７（１０．２） ４００（０．６）３３，４７１（５２．２） － － ８５９
２０００２９６，１７５ ７．０４５９，０９４ ７．３ ０．１ ６５，５１２－０．２ ６４，６７８２３，７７８（３６．８） ７，２３６（１１．２） ４２９（０．７）３２，１４０（４９．７） ５８２（０．９） － ６９６
２００１３１５，７７０ ６．６４８７，１２５ ６．１ －１．０ ７３，４１９１２．１ ７２，５７３２６，５４２（３６．６） ８，３１５（１１．５） ４６２（０．６）３６，３２３（５０．１） ４５３（０．６） － ７１３
２００２３３８，２９１ ７．１５２１，０１７ ７．０ －０．７ ７７，５２４ ５．６ ７６，６２７２８，６２０（３７．３） ９，０６０（１１．８） ５０３（０．７）３７，３１３（４８．７） ６０１（０．８） － ７６２
２００３３６３，８０３ ７．５５５８，６７５ ７．２ ０．８ ８３，１０２ ７．２ ８２，１６９３０，８５４（３７．５） ９，９０２（１２．１） ５３４（０．６）３９，５２４（４８．１） ８２２（１．０） － ８０３
２００４３８４，５７９ ５．７５８６，９２４ ５．１ ０．３ ８９，６２２ ７．８ ８８，７３４３２，５９３（３６．７）１１，０５８（１２．５） ５７７（０．７）４３，０５２（４８．５） ８８１（１．０） － ７６２
２００５４０１，５１６ ４．４６０７，６５５ ３．５ ０．３ ９３，００１ ３．８ ９２，０９７３２，５３１（３５．３）１１，７５２（１２．８） ５９６（０．６）４５，１１４（４９．０） １，１５５（１．３） － ７８１
２００６４１３，５８１ ３．０６２０，３９５ ２．１ －１．３ ９３，９７６ １．０ ９３，１４５３２，４１７（３４．８）１２，３４５（１３．３） ６３７（０．７）４５，５６４（４８．９） １，２３３（１．３） － ７８８
２００７４２５，６０３ ２．９６３２，４２７ １．９ ０．６ ９１，７９２－２．３ ９１，００４３２，２３８（３５．４）１２，８３０（１４．１） ６０８（０．７）４３，０８５（４７．３） １，２４２（１．４） － ９９１
２００８４４５，６２０ ４．７６５４，７４５ ３．５ －２．３ ９２，８１６ １．１ ９１，８２４３１，９９７（３４．８）１３，１８１（１４．４） ５９４（０．６）４３，６９３（４７．６） １，２７２（１．４） － ６４２
２００９４８８，４１２ ９．６７１４，３６３ ９．１ －１．０ ９８，９９６ ６．７ ９８，３５３３３，６５８（３４．２）１４，０１９（１４．３） ５８０（０．６）４７，１６７（４８．０） １，７３３（１．８） － ９９２
２０１０ ４４，４８５ － ６４，６４４ － ０．６１１３，８５２１５．０ １１２，８６０３８，８９４（３４．５）１５，８５１（１４．０） ８９９（０．８）５４，１７８（４８．０） １，４７０（１．３） － １，２１９
２０１１ ４７，７１６ ７．３ ６８，９４１ ６．６ １．４１２３，９７８ ８．９ １２２，７５８４６，５０１（３７．９）１７，１７６（１４．０） ９３３（０．８）５４，７４５（４４．６） １，６９３（１．４） － １，１３０
２０１２ ５０，５３６ ５．９ ７２，５６６ ５．３ ０．４１２９，５１８ ４．５ １２８，３８８４５，７４０（３５．６）１９，５６３（１５．２） ９５３（０．７）５９，１７６（４６．１） １，６８４（１．３） － １，２４４
２０１３ ５２，１３３ ３．２ ７４，１１７ ２．１ ２．４１３７，４０２ ６．１ １３６，１５７４８，２７９（３５．５）２０，３８３（１５．０） ９８４（０．７）６３，４７２（４６．６） １，８１５（１．３） － １，２９４
２０１４ ５３，０１０ １．７ ７４，５８８ ０．６ －０．７１３６，４４６－０．７ １３５，１５１４７，６２１（３５．２）２０，６１４（１５．３） ９５０（０．７）６２，６９５（４６．４） １，８６０（１．４） １６７ １，２９４
２０１５ ５３，７１４ １．３ ７４，５６４ ０．０ … １３３，３７３－２．３ １３１，６５０４４，８０６（３４．０）２０，４７５（１５．６） ９２０（０．７）６２，３３１（４７．３） １，８７８（１．４） ２７ １，７２３
２０１６ ５４，３０６ １．１ ７３，７２３－１．１ … １３３，６９３ ０．２ １３２，５６９４４，３５２（３３．５）２０，６４７（１５．６） ８７９（０．７）６３，５４７（４７．９） ２，０００（１．５） ４０ １，１２４
２０１７ ５４，６４１ ０．６ ７３，２３６－０．７ … １３０，３８０－２．５ １２９，２３７４２，３６２（３２．８）２０，７０９（１６．０） ８６４（０．７）６２，０８０（４８．０） ２，１０１（１．６） ２５ １，１４２
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福祉，障害福祉の３つに区分してそのウェイ

トの推移を見たものである。生活保護費が全

体の半分であり，残りを児童福祉と障害福祉

が半分ずつ分け合っている。そのうち生活保

護費は徐々にそのウェイトを下げているのに

対して，児童福祉と障害福祉のウェイトは上

昇傾向であるのが見てとれる。

以上のように，市の福祉予算は，障害者の

自立支援費，子ども手当や保育園補助等の少

子化対策費，生活保護費，敬老パス交付事業

等が基幹となっているが，近年新規に計上さ

れる予算科目にはどのようなものがあるのか

をみよう。

市が市民向けに発行する広報誌である『予

算の概要』によれば，子育て支援費の新規事

業として２０１０年度には認定こども園整備補助

２億９５００万円，家庭的保育事業調査費１００万

円，ビブワクチン接種費３７００万円が予算化さ

れている。

翌１１年度は私立認定保育園整備費補助２５億

１４００万円，家庭的保育事業３４００万円の２項目

が，１２年度は私立保育園の預かり保育と認可

外保育施設に対する運営支援事業がそれぞれ

２４００万円と６７００万円計上された。

こうした子育て支援費は，南区保育子育て

表２１ 健康衛生費内訳 （１００万円 ％）

出所：『各会計予算説明書』各年度版。
（備考）健康衛生費は，２００２年度まで保健衛生費。

表２２ 一般会計性質別予算 （１００万円 ％）

出所：「札幌市財政統計」２０１７年度版。

表２３ 扶助費内訳 （億円）

出所：『予算の概要』平成２４年度・平成２９年度
（備考）その他には，医療助成等がある。

扶助費 人件費 公債費 補助費 繰出金 普通建設事業費 その他とも計
２００８ １７４，４４３ （２２．５） １１４，０７１ （１４．７） １０１，２６４ （１３．０） ８１，９１１ （１０．６） ４７，９８２ （６．２） ６９，１９７ （８．９） ７７６，２００
２００９ １８２，７４５ （２３．２） １１３，０３８ （１４．３） ９７，８３０ （１２．４） ６８，０００ （８．６） ６０，６０４ （７．７） ６９，３３１ （８．８） ７８８，０００
２０１０ ２２０，７５７ （２６．８） １０９，２５７ （１３．３） １００，５０４ （１２．２） ６６，５３７ （８．１） ５８，７２４ （７．１） ６６，６７１ （８．１） ８２２，９００
２０１１ ２４２，９６３ （２８．１） １０５，２０８ （１２．１） ９５，５４１ （１１．０） ６６，７６９ （７．７） ６１，４４９ （７．１） ７３，６４２ （８．５） ８６５，９２３
２０１２ ２４７，８８８ （２９．１） １０１，２３４ （１１．９） ９６，５２７ （１１．３） ６４，９９２ （７．６） ６４，１０６ （７．５） ７８，７１９ （９．２） ８５２，２００
２０１３ ２６３，３７２ （３０．９） ９９，６８５ （１１．７） ９０，９５９ （１０．７） ６５，２３４ （７．７） ６５，２９３ （７．７） ７４，２４４ （８．７） ８５２，４００
２０１４ ２６７，６０１ （３０．２） ９６，２３４ （１０．９） ８８，５１４ （１０．０） ６４，４８８ （７．３） ６６，５１２ （７．５） １０５，０３４ （１１．９） ８８４，７５０
２０１５ ２７４，５４５ （３０．５） ９８，３２０ （１０．９） ８７，５９９ （９．７） ６３，６９５ （７．１） ７１，２２４ （７．９） １０１，２７７ （１１．２） ９０１，０３７
２０１６ ２９１，３８４ （３１．１） ９５，４１２ （１０．２） ８５，０３１ （９．１） ６３，１２４ （６．７） ７１，２０６ （７．６） １２９，１６８ （１３．８） ９３６，５５０
２０１７ ２９６，６９３ （２９．８） １６６，８４３ （１６．７） ８１，６９８ （８．２） ６３，８４６ （６．４） ７１，４５２ （７．２） １１２，１１３ （１１．３） ９９６，５００

総務費 予防衛生費 生活衛生費 衛生研究所費 高等看護学院費 医療助成費 後期高齢者事業費 計
１９９９ ４３７ （６．９） ４，７５６ （７４．９） ７５５ （１１．９） ２８９ （４．５） １１４（１．８） － － ６，３５４
２０００ ４３３ （６．１） ５，２２３ （７３．２） ８４２ （１１．８） ５２９ （７．４） １０９（１．５） － － ７，１３８
２００１ ４３３ （５．９） ５，２６２ （７１．５） １，２７９ （１７．４） ２８１ （３．８） １０３（１．４） － － ７，３６０
２００２ １，３３４ （６．２） ６，１０４ （２８．２） １，５５２ （７．２） ２６９ （１．２） １０２（０．５） １２，３０１（５６．８） － ２１，６６４
２００３ １，７８４ （７．９） ６，７１０ （２９．６） ８１１ （３．６） ２５０ （１．１） ９８（０．４） １２，９９３（５７．４） － ２２，６４８
２００４ １，１７２ （５．３） ６，５７８ （２９．７） ６６５ （３．０） ２４７ （１．１） ９６（０．４） １３，４１７（６０．５） － ２２，１７９
２００５ １，１４６ （５．２） ６，５５５ （２９．８） ８８４ （４．０） ２２８ （１．０） ９０（０．４） １３，１０１（５９．５） － ２２，００６
２００６ １，１６２ （５．２） ６，５２０ （２８．９） １，８２７ （８．１） ２２６ （１．０） ５２（０．２） １２，７３３（５６．５） － ２２，５２３
２００７ １，１６８ （５．０） ５，９２１ （２５．３） ２，３４１ （１０．０） ２１５ （０．９） ３５（０．１） １３，７４９（５８．７） － ２３，４３２
２００８ １，１９５ （３．６） ４，６４６ （１４．０） ３，３４４ （１０．０） ２１３ （０．６） － １０，５７３（３１．８） １３，３０７ （４０．０） ３３，２７９
２００９ １，３２８ （３．９） ５，５６９ （１６．４） １，６８６ （５．０） １９９ （０．６） － ９，７９２（２８．８） １５，４５６ （４５．４） ３４，０３３
２０１０ １，３２８ （３．９） ５，６７５ （１６．６） １，７５２ （５．１） １９４ （０．６） － ９，２８２（２７．２） １５，８７９ （４６．５） ３４，１１２
２０１１ １，３２２ （３．３） ８，６２２ （２１．８） １，６９０ （４．３） ２０４ （０．５） － ９，６１０（２４．３） １８，０９７ （４５．８） ３９，５４７
２０１２ １，３１７ （３．４） ７，５７２ （１９．５） １，７０９ （４．４） １７６ （０．５） － ９，５６１（２４．７） １８，４１１ （４７．５） ３８，７４８
２０１３ １，４１７ （３．５） ７，５７９ （１９．０） １，８０４ （４．５） １７９ （０．４） － ９，８１９（２４．６） １９，１８５ （４８．０） ３９，９８５
２０１４ １，４５０ （３．６） ７，５４３ （１８．５） １，６９１ （４．１） １７９ （０．４） － ９，７６４（２３．９） ２０，１６３ （４９．４） ４０，７９３
２０１５ １，４５５ （３．４） ８，３０３ （１９．７） １，８６２ （４．４） １８３ （０．４） － ９，７７２（２３．１） ２０，６５１ （４８．９） ４２，２２９
２０１６ １，５４４ （３．５） ９，６３４ （２１．９） １，８６０ （４．２） １９４ （０．４） － ９，６５８（２１．９） ２１，１２３ （４８．０） ４４，０１６
２０１７ １，８４９ （４．１） ９，７０９ （２１．４） １，７６６ （３．９） １８３ （０．４） － １０，１３７（２２．３） ２１，７４８ （４７．９） ４５，３９５

生活保護 児童福祉 障害福祉 その他とも計
２００８ ９１８（５２．９） ４２３（２４．４） ２７０（１５．６） １，７３６
２００９ ９８４（５４．０） ４２４（２３．３） ２８６（１５．７） １，８２３
２０１０ １，１３１（５１．４） ６０６（２７．５） ３４０（１５．４） ２，２０２
２０１１ １，２３１（４８．８） ６８４（２７．１） ３７９（１５．０） ２，５２５
２０１２ １，２８７（５２．０） ６０８（２４．６） ４５０（１８．２） ２，４７４
２０１３ １，３６４（５１．９） ６１４（２３．４） ５２０（１９．８） ２，６２９
２０１４ １，３５３（５０．７） ６２７（２３．５） ５５４（２０．８） ２，６６８
２０１５ １，３１７（４８．０） ６９０（２５．１） ６０４（２２．０） ２，７４５
２０１６ １，３２６（４６．０） ７７３（２６．８） ６５１（２２．６） ２，８８１
２０１７ １，２９３（４３．７） ８２２（２７．８） ７０８（２３．９） ２，９５８
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支援センター整備費（１３年度・３００万円），５

歳児健康相談事業（１４年度・１５００万円），市

立保育園預かり保育支援費（１４年度・２８００万

円），保育士支援事業費（１６年度・１３００万円），

都心部常設キッズサロン整備費（同・２０００万

円），子どもの居場所づくり促進事業費（２００

万円・１７年度）へと続いている。

加えて，２０１６年度予算では，子ども貧困対

策計画策定対策費７００万円，母子生活支援施

設改築補助金４００万円，ひとり親家庭高卒認

定試験合格支援事業５００万円，児童相談体制

強化事業費３００万円）が計上されており，近

年の子育て支援予算は保育施設の増加費用の

みならず，生活支援にまで領域を広げている

ことが窺える。

障害者福祉費では，重症心身障害者受け入

れ促進事業費（１２年度・４５００万円），虐待防

止センター運営事業（同・５００万円），精神科

救急医療体制整備事業費（１３年度・１１００万

円），障害者地域生活支援拠点整備事業費（１６

年度・３００万円），同地域支援マネジメント事

業費（同・３００万円），手話・障害者コミュニ

ケーション促進事業費（同・１００万円）が予

算化され，障害者福祉が手厚くなっている。

老人福祉費の新規予算は，２０１６年度に高齢

者の社会参加支援検討費４００万円，１７年度に

は介護養老型医療施設転換整備事業費補助３０００

万円，特養老人ホーム改修整備費３億８９００万

円が計上されている。

このように，近年の市の福祉予算は子育て

支援と障害者福祉の拡充が重点化されている。

結びにかえて

低迷する市税収入と膨張し続ける扶助費。

これがバブル経済の崩壊後の市財政の運営を

難しくしてきた２つの要因である。市経済に

おいては，パートと女性労働に支えられるサー

ビス・卸小売業のウェイトが高く，しかもこ

れらの業種では雇用と所得のトレードオフが

続き，低賃金労働が拡大再生産して格差を生

みだしている。この低所得と市税収入の低下

という悪循環を断ち切るためには，生産性の

高い産業構造への転換を図りつつ，新産業や

新しい分野のサービス業の雇用を創出するし

かない。また市財政では，かなりの分野で国

の補助に依存して福祉政策を行なっている。

その意味では市が独自に実施できる福祉政策

の選択肢はそう多くない。したがって，労働

者の所得を底上げしつつ高額所得者に対する

課税を強化して所得の再分配を強化すること

が国と市双方の経済財政政策の緊急課題であ

るといえよう。

� 現在の札幌市の行政機構では，局が最上級

の機構である。この計算を行なっている「街

づくり政策局」はそれまでの「市長政策室」

が局に格上げされたものであり，市民経済計

算のデータが市の都市計画の参考になってい

ると判断できる。

� この期間の札幌市長は，板垣武四（～１９９１

年・７１年就任），桂信雄（１９９１年～２００３年），

上田文雄（２００３～２０１５年）である。したがっ

て，バブル経済崩壊後の市財政の運営に苦慮

したのが桂と上田である。なお，２０１５年に就

任した現市長秋元克広の財政運営は，いわゆ

る「アベノミクス」効果によって市内総生産

と個人消費が回復し，市税が増加するか否か

にかかっているといえよう。

� 『札幌市民経済計算年報』平成２４年度版，６

頁。

� 須藤時仁・野村容康『日本経済の構造変化』

（岩波書店，２０１４年），７５頁。

� 「平成２９年度予算の概要」６６～６７頁。

� 「予算の概要について」２００３年度，９頁。

� 「平成２２年度予算の概要」８頁。

	 「平成２６年度 私たちの市税」（札幌市発行

の市民向けパンフレット），１５，２９頁。


 前掲「予算の概要について」２００３年度，２

～３頁。

� 「平成１６年度予算の概要」３頁。

� 総務省『地方財政白書』（平成２７年度）によ

れば，これら福祉関係５費のうち，健康衛生
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費を除いた４費の全国の市町村財政における

ウェイトは，２０１０～２０１５年度で，社会福祉費

２３．３％→２２．５％→２３．４％→２３．６％→２５．１％→

２５．７％，老人福祉費１８．７％→１８．４％→１８．３％

→１８．１％→１８．２％→１７．９％，児童福祉費３８．０％

→３６．９％→３５．５％→３５．３％→３５．７％→３６．０％，

生活保護費１９．９％→１９．６％→２０．０％→１９．９％

→１９．２％→１８．８％と推移している。『白書』の

データには健康衛生費が含まれていないので

厳密な比較にはならないが，表８と比較する

と，札幌市では生活保護費のウェイトが突出

して高く，老人福祉費のウェイトが低いこと

が伺える。札幌市における生活保護費のウェ

イトが全国的にも高いという点については，

『北海道新聞』２００６年２月１０日付の「〈市民と

政治 ０６年度予算�見る考える〉中 専門家の

見方 見えぬ将来ビジョン」と題する記事で，

人口に占める生活保護費受給者の割合が政令

指定市では大阪市に次いで２番目多いと指摘

されている。

� 『各会計予算説明書』２００５年度，９８～１０１頁。

� 『各会計予算説明書』（平成２６年度）によれ

ば，私立保育所運営費２１５億８５００万円に対して，

扶助費として２１８億６８００万円が支出されている。

� 『各会計予算説明書』（平成２９年度）によれ

ば，施設型給付費３７７億４７００万円に対して，扶

助費として４０９億６０００万円が支出されている。

� 札幌市「敬老福祉乗車証の事業概要」（２０１７

年）。

� 『局別施策の概要』２００５年度，５１頁。

� 『局別施策の概要』２０１７年度，４７頁。

� 以上，２０１７年度の健康衛生費の内訳は，『各

会計予算説明書』２０１７年度，１０４～１０９頁によ

る。

（付記）

本稿作成にあたっては，札幌市公文書館の

榎本洋介氏と閲覧室の方々には資料の閲覧に

便宜をはかっていただき，厚別区役所の梶浦

紗氏には資料の提供をうけた。記して謝意を

表したい。
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